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平成4年7月27日

郵政大臣　渡辺秀央殿

電気通信技術審議会
　会長　　　齋藤　　成文

答　　申　　書

　本審議会は、諮間第57号r無線LANシステムの技術的条件」（平成3年7月22日

付け郵通技第5号に基づく諮問）の審議を行った結果、別紙のとおり一部答申します。
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別 紙

諮問第57号

　r無線LANシステムの技術的条件」

　のうち

　準マイクロ波帯の周波数を利用するスペクトル拡散方式の

　無線LANシステム及び準ミリ波帯の周波数を利用する無

　線LANシステムの技術的条件

3





諮問第57号r無線LANシステムの技術的条件』に対する一部答申

　r無線LANシステムの技術的条件』のうち、準マイクロ波帯の周波数を利用するスペ

クトル拡散方式の無線LANシステム（以下r中速無線LANシステム』という。）及び

準ミリ波帯の周波数を利用する無線LANシステム（以下r高速無線LANシステム』と

いう。）の技術的条件は、それぞれ次のとおりとすることが適当である。

1　中速無線L　ANシステムの技術的条件

1，1　適用範囲

　　　技術的条件の適用範囲は、送受信装置及び制御装置とする。

1．2　一般的条件

　（1）通信方式

　　　単向、単信、半複信又は複信方式であること。

　（2）スペクトル拡散方式

　　　　直接拡散（D　S）方式、周波数ホッピング（F　H）方式又はD　S方式とF　H方

　　　式との複合（DS／FH）方式であること。

　　（3）無線周波数帯

　　　　新たにスペクトル拡散方式を実用化することから、産業科学医療用（I　SM）

　　　の使用に指定されている2400MH　z～2500MH　zの周波数帯（I　SMバ

　　　ンド）から選択すること。

　　（4）空中線電力

　　　　I　SMバンドを利用することから、密度電力で規定することが適当であり、1

　　　MH　z当たり、10mW以下であること。

　　　　なお、送信空中線の絶対利得が2．14d　B　iを超える場合は、超えた分に相当

　　　する電力を減じるものとする。

　　（6）違法使用への対策

　　　　送信装置の主要な部分は、容易に開けることができない構造であること。

1。3　無線設備の技術的条件

　1．3。1　送信装置

　　（1）周波数の許容偏差

　　　　　±50×10－6以内であること。

　　（2》スプリアス発射の強度の許容値

　　　　指定周波数帯を除いた周波数fにおいて、次のとおりとすること。

　　　　ア　f　L－fH≦f＜f　L及びf　U＜f≦f　U＋fH　　　　　25μW以下

　　　　イ　f　L－f　H＞f　　　及びf　U＋fH＜f　　　　　　　2．5μW以下

　　　　　　f　L：指定周波数帯（その周波数帯の中央の周波数が割当周波数と一致し

　　　　　　　　　　　　　　　　一　5　一



　　　　　　　、かっ、その周波数帯幅が占有周波数帯幅の許容値と周波数の許容

　　　　　　　偏差の絶対値の2倍との和に等しい周波数帯をいう。以下同じ。）

　　　　　　　の下限周波数（MH　z）

　　　　　f　U：指定周波数帯の上限周波数（MH　z）

　　　　　f　H：指定周波数帯幅×1／2　（MH　z）

　（3）空中線電力の許容偏差

　　　上限＋20％、下限一80％以内であること。

　（4》占有周波数帯幅の許容値

　　　指定周波数帯幅以下の必要周波数帯幅（与えられた発射の種別について、特

　　定の条件のもとにおいて、使用される方式に必要な速度及び質で情報の伝送を

　　確保するために十分な占有周波数帯幅の最小値をいう。）であること。

　（5》拡散帯域幅（全電力の90％が含まれる周波数帯幅）

　　　　500k　H　z以上であること。

　（6）拡散率（拡散帯域幅のシンボルレートに等しい周波数に対する比）

　　　　10以上であること。

1．3．2　受信装置

　（1）不要輻射

　　　　1GH　z未満の周波数において4nW以下、1GH　z以上の周波数において

　　　20nW以下であること。

1．3．3　電気通信回線設備との接続

　　　電気通信回線設備に接続するものは、次の条件に適合すること。

　（1）個別識別符号（I　Dコード）

　　　識別信号を利用し、19ビット以上で構成すること。

　　（2）インタフェース条件

　　　混信による誤接接続等を防止するため、キャリアセンス又は相関信号センス

　　　により対策を講ずるものであること。

1．3．4　呼出名称記憶装置等の機能

　　　電気通信技術審議会答申r陸上に開設する無線局の自動識別装置の技術的条

　　　件』　（昭和62年4月：諮問第29号答申）に準ずること。

1．4　測定法

　　　国内で適用されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、I　E　C等国際

　　的な動向を踏まえて対応することが望ましい。

　1．4．1　送信装置

　　（1）周波数

　　　　拡散変調を停止した状態で、周波数計を用いて平均値（バースト波にあって

　　　　はバースト内の平均値）を測定すること。

　　　　　なお、空中線測定端子がない場合は、周波数計をR　F結合器又は空中線で結

　　　合し測定すること。

　　（2）スプリアス発射の強度



　　　標準符号化試験信号（符号長511ビットの2値擬似雑音系列：9段P　Nパ

　　ターンをいう。以下同じ。）を入力信号として加え、スペクトルアナライザを

　　用いて各成分の平均電力（バースト波にあっては、バースト内の平均電力）を

　　測定すること。

　　　なお、空中線測定端子がない場合は、測定距離3mの電波暗室又は地面反射

　　波を抑圧したオープンサイト若しくはそれらのテストサイトにおいて供試機器

　　と同型式の機器を使用して測定する周波数毎に校正されたR　F結合器を用いて

　　測定すること。

　（3）空中線電力

　　　標準符号化試験信号を入力信号として加え、1MH　zの帯域幅における平均

　　電力をスペクトルアナライザのI　F出力部又はビデオ出力部に波形記録計を接

　　続したものを用いて測定すること。

　　　平均電力を求める際の平均時間は、D　S方式にあっては0．4秒、その他の方

　　式にあっては、　〔拡散帯域幅（MH　z）〕×0．4÷〔FHを停止した場合の拡

　　散帯域幅（MH　z）〕　（秒）とすること。各拡散帯域幅が1MH　z以下の場合

　　は、1MH　zとして求めること。

　　　なお、空中線測定端子がない場合は、スプリアス発射の強度の測定法の空中

　　線測定端子がない場合に準ずること。

　（4）占有周波数帯域幅

　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えたときに得られるスペクトル分布

　　の全電力をスペクトルアナライザを用いて測定し、スペクトル分布の上限及び

　　下限部分における電力の和が、それぞれ0．5％となる周波数帯幅を測定するこ

　　と。

　　　なお、空中線測定端子がない場合は、適当なRF結合器又は空中線で結合し

　　測定すること。

　（5）拡散帯域幅

　　　占有周波数帯域幅の測定法に準ずること。

　（6）拡散率
　　　拡散帯域幅（H　z）を、シンボルレートに等しい周波数（H　z）で除した値

　　を求めること。

1．4．2　受信装置

　（1）不要輻射

　　　I　E　C　P　u　b。489－3に準ずること。

2　高速無線L　ANシステムの技術的条件

　2．1　適用範囲

　　　技術的条件の適用範囲は、送受信装置及び制御装置とする。

2．2　一般的条件

　（1）通信方式
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　　単向、単信、半複信又は複信方式であること。

（2）伝送方式

　　時分割複信（TDD）方式であること。

（3）伝送速度

　　10Mb　p　s以上であること。

（4）変調方式

　　直交振幅変調（QAM）方式、4値周波数偏位キィーング（4値F　S　K）方式

　又は4相位相変調（QPSK）方式であること。

（5）キャリア周波数間隔

　　20MH　zであること。インタリーブ方式の場合は、10MH　zであること。

（6）無線周波数帯

　　準ミリ波帯（18～20GH　z帯）の中から選択すること。

（7》空中線電力

　　300mW以下であること。

（8）違法使用への対策

　　送信装置の主要な部分は、容易に開けることができない構造であること。

2．3　無線設備の技術的条件

　2．3．1　送信装置

　　（1）周波数の許容偏差

　　　　　±10×10－6以内であること。

　　（2）スプリアス発射の強度の許容値

　　　　　100μW以下であること。

　　（3）空中線電力の許容偏差

　　　　上限＋20％、下限一80％以内であること。

　　（4）占有周波数帯域幅の許容値

　　　　　17MHz以内であること。

　　（5）隣接チャネル漏洩電力

　　　　搬送波の周波数から20MH　z離れた周波数の±8．5MH　zの帯域内に輻射

　　　　される平均電力が、搬送波の平均電力より40d　B以上低いこと。

2．3．2　受信装置

　　（1）受信感度

　　　　データ・パケット誤り率が5×10－2となる受信機入力電力は一71dBm

　　　以下であること。

　　（2）スプリアス・レスポンス

　　　　　10d　B以上であること。

　　（3）隣接チャネル選択度

　　　　隣接チャネル間隔20MH　z離れた周波数において25d　B以上であること

　　（4）不要輻射

　　　　　1GH　z未満の周波数において4nW以下、1GH　z以上10GH　z未満の

　　　　　　　　　　　　　　　　　一　8　一



　　　周波数において20nW以下、10GH　z以上の周波数において20μW以下

　　　であること。

2．3．3　空中線

　　　　空中線の絶対利得は、20d　B　i以下であること。

2．3．4　電気通信回線設備への接続

　　　　電気通信回線設備に接続するものは、次の条件に適合すること．

　　（1）個別識別符号（I　Dコード）

　　　　識別信号を利用し、19ビット以上で構成すること。

　　（2）インタフェース条件

　　　　混信による誤接続等を防止するため、マイクロセル構成による周波数配置の

　　　調整、キャリアセンス機能又は指向性中線の調整等のいずれか最適な対策を講

　　　ずるものであること。

2．3。5　呼出名称記憶装置等の機能

　　　　電気通信技術審議会答申r陸上に開設する無線局の自動識別装置の技術的条

　　　件』　（昭和62年4月：諮問第29号答申）に準ずること。

2．4　測定法

　　　国内で適用されている測定法に準ずることが適当であり、今後、I　E　C等の国的

　　な動向を踏まえて対応することが望ましい。

　2．4．1　送信装置

　　　（1）周波数

　　　　　無変調の連続送信状態にし、周波数計で測定する。無変調状態にできない場

　　　　合は、標準符号化試験信号（符号長511ビットの2値擬似雑音系列：9段P

　　　　Nパターンをいう。以下同じ。）を入力信号とし、バースト内の平均値を測定

　　　　すること。

　　　　　なお、空中線測定端子がない場合は、周波数計をRF結合器又は空中線で結

　　　　合し測定すること。

　　　（2）スプリアス発射の強度

　　　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えて、スペクトルアナライザを用い

　　　　て各成分の電力を測定すること。

　　　　　なお、空中線測定端子がない場合は、測定距離3mの電波暗室又は地面反射

　　　　波を抑圧したオープンサイト若しくはそれらのテストサイトにおいて供試機器

　　　　と同型式を使用して測定する周波数毎に校正されたR　F結合器を用いて測定す

　　　　ること。

　　　（3）空中線電力

　　　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えて、スペクトルアナライザを用い

　　　　て測定すること。

　　　　　なお、空中線測定端子がない場合は、スプリアス発射の強度の測定法の空中

　　　　線測定端子がない場合に準ずること。

　　　（4）占有周波数帯幅



　　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えたときに得られるスペクトル分布

　　　の全電力を求め、スペクトル分布の上限及び下限における電力の和が、それぞ

　　　れ0．5％となる周波数帯幅をスペクトルアナライザを用いて測定すること。

　　　　なお、空中線測定端子がない場合は、適当なR　F結合器又は空中線で結合し

　　　測定すること。

　（5）隣接チャネル漏洩電力

　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えた場合において、搬送周波数から

　　　隣接チャネル間隔20MH　z離れた規定の周波数帯域幅17MH　zにおける電

　　　力をスペクトルアナライザを用いて測定すること。

　　　　なお、空中線測定端子がない場合は、占有周波数帯幅の測定法の空中線測定

　　端子がない場合に準ずること。

2．3。2．受信装置

　（1）受信感度

　　　パケット誤りを検出する1単位のパケット（約300バイト）を連続して、

　　　5000回伝送し、パケット誤り率が5×10－2以下となる受信入力レベルを

　　測定すること。

　（2）スプリアス・レスポンス

　　　　ー71d　Bm＋3d　Bの希望波を加えて、無変調の妨害波によりパケット誤

　　　り率が5×10－2以下となる妨害波レベルと当該希望波の比を測定すること。

　（3）隣接チャネル選択度

　　　　一71d　Bm＋3d　Bの希望波を加えて、デジタルパケット信号で変調され

　　た隣接妨害波によりパケット誤り率が5×10－2以下となる妨害波レベルと当

　　該希望波の比を測定すること。

　（4）不要輻射

　　　　I　E　C　P　u　b．483－3　19節に準ずること。
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無線LANシステム委員会報告

1　審議事項

　無線LANシステム委員会は、諮問第57号r無線LANシステムの技術的条件』の

うち、準マイクロ波帯の周波数を利用するスペクトル拡散方式の無線LANシステム（

以下r中速無線LANシステム』という。）及び準ミリ波帯の周波数を利用する無線L

ANシステム（以下r高速無線LANシステム』という。）の技術的条件にっいて審議

を行った。

豆　委員会等の構成

　別表のとおり。

　なお、審議の促進を図るため本委員会の下に分科会を設けて審議を行った。

皿審議経過

　委員会における審議経過は次のとおりである。なお、分科会を5回開催し、審議の促

　進を図った。

　1　第1回（平成3年7月31日）

　　無線LANシステム委員会の審議方針、スケジュール及び無線LANシステムの概

　要について審議を行った。

　　なお、審議の促進を図るため分科会で詳細な検討を進めることとした。

　2　第2回（平成4年5月14日）

　　分科会から中速無線L　ANシスム及び高速無線L　ANシステムの技術的条件に関す

　　る審議状況について報告を受けた。

　　さらに、本委員会において、外部関係者からの意見聴取を行った。所定の期日まで

　　に申し出のあった4機関（慶応義塾大学、キャノン㈱、日本エヌ・シー・アール㈱、

　マルヤス工業㈱）の代表者から意見陳述が行われた。

　3　第3回（平成4年6月15日）

　　中速無線L　ANシステム及び高速無線L　ANシステムの技術的条件に関する答申案

　及び委員会報告案について審議を行った。

W審議概要
　近年のパソコンの普及、各種情報通信機器の出現に伴い、オフィスや工場におけるL

　ANの利用形態は多様化してきている。オフィスや工場等における情報通信機能をさら

　に拡充するために、機能性、柔軟性に優れた無線LANシステムの早期導入への期待が

　高まってきている。このため無線LANシステムのうち、プロトコルを規定しない準マ

　イクロ波帯の周波数を利用する中速無線LANシステム及び準ミリ波帯の周波数を利用

　する高速無線LANシステムの実用化に当たり、周波数の有効利用等に配慮した技術的

　条件について審議を行った。

　1　中速無線LANシステム

　（1）システムの概要
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　　中速無線LANシステムは、デジタル化された情報信号をスペクトル拡散技術を

　用いて無線伝送を行うシステムで、256k　b　p　sから2Mb　p　s程度の伝送速度

　のものが実現可能となる。

　　スペクトル拡散技術を用いる理由は、次のとおりである。

　ア　マルチパスフェージング対策が容易であること。

　イ　妨害波等の干渉に対する耐性が大きいこと。

　ウ　情報のセキュリティ確保に優れていること。

（2）適用範囲

　　技術的条件の適用範囲は、送受信装置及び制御装置とする。

（3）一般的条件

　ア通信方式

　　多様な二一ズに対応可能な無線L　ANシステムとして、単向、単信、半複信、

　　複信方式のいずれも可能とすることが適当である。

　イ　スペクトル拡散方式

　　直接拡散（D　S）方式（スペクトルを拡散させるべき情報信号に、それより広

　　帯域の拡散信号を直接乗算させてスペクトル拡散させる方式）、周波数ホッピン

　　グ（F　H）方式（情報信号で変調された主信号の搬送周波数を、拡散信号に応じ

　　て、与えられた周波数帯内でランダムかっ離散的に切り替え掃引する方式）又は

　　D　S方式とFH方式との複合（D　S／F　H）方式とすることが適当である。

　　なお、今後の研究開発動向に応じて、将来は他の拡散方式も含めることが適当

　　である。

　ウ　伝送速度

　　信号の伝送速度は、システムとして利用できる周波数帯幅で制約されるが、現

　　在のところ数十MH　zの帯域幅で256k　b　p　sから2Mb　p　s程度のものが実

　　現可能である。しかし、今後の技術開発により、さらに高速化が期待されるので

　　、情報信号の伝送速度は規定しないことが適当である。

　工無線周波数帯

　　新たにスペクトル拡散方式を実用化し、また、スペクトル拡散方式の特徴を活

　　かすため産業科学医療用（I　SM）に指定されている周波数帯のうち2400M

　　H　zから2500MH　zの周波数帯（I　SMバンド）から選択することが適当で

　　ある。

　　　256k　b　p　sから2Mb　p　s程度の伝送速度を実現するために、26MH　z

　　幅以上のスペクトルを利用できることが望ましい。

　　なお、諸外国においても同周波数帯においてスペクトル拡散方式による無線L

　　ANシステムが実用化されている。（参考資料1－4、1－5）

　オ　空中線電力

　　　I　SMバンドを利用することから密度電力で規定することが適当であり、標準

　　的なシステムとして伝送速度約256k　b　p　s、通信距離約30mのものを想定

　　し、1MH　z当たり、平均電力10mW以下が適当である。　（参考資料1－3）

　　変調の方式によって電力が変動する場合、平均電力の瞬間最大値は、　〔空中線
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　　電力の定格値×1．2倍×拡散帯域幅（MH　z）÷無線区間の情報信号のシンボル

　　レートに等しい周波数（MH　z）〕以下とすることが適当である。この場合、拡

　　散帯域幅が1MH　z以下の場合は、1MH　zとする。

　　　なお、送信空中線の絶対利得が2．14d　B　iを超える場合は、干渉距離を増加

　　させない観点から超えた分に相当する電力を減じることが適当である。

　力　違法使用への対策

　　　違法使用を防止するための対策は、本システムが情報処理機器に組み込まれて

　　利用される場合を考慮し、送信装置の主要な部分にっいて容易に開けることので

　　きない構造にすることが適当である。

（4）無線設備の技術的条件

　ア　送信装置

　（ア）　周波数の許容偏差

　　　　スペクトル拡散方式では、周波数によるチャネル形成を必要とせず、また隣

　　　接チャネルの概念も存在しないため、周波数の許容偏差は±50×10－6以内

　　　とすることが適当である。

　（イ）　スプリアス発射の強度の許容値

　　　　指定周波数帯（その周波数帯の中央の周波数が割当周波数と一致し、かっ、

　　　その周波数帯幅が占有周波数帯幅の許容値と周波数の許容偏差の絶対値の2倍

　　　との和に等しい周波数帯をいう。以下同じ。）を除いた周波数fにおいて、次

　　　のとおりとすることが適当である。

　　　・f1－f。≦f＜f1及びf、＜f≦f、＋f。　　　　　　25μW以下

　　　・f　l－f。〉f　　　及びf．＋f。＜f　　　　　　　　2．5μW以下

（ウ）

（エ）

（オ）

（カ）

イ

f　l

f　u

f。

：指定周波数帯の下限周波数（MH　z）

：指定周波数帯の上限周波数（MH　z）

：指定周波数帯×1／2　　（MH　z）

　空中線電力の許容偏差

　上限＋20％以内及び下限一80％以内とすることが適当である。

　占有周波数帯幅の許容値

　指定周波数帯幅以下の必要周波数帯幅（与えられた発射の種別にっいて、特

定の条件のもとにおいて、使用される方式に必要な速度及び質で情報の伝送を

確保するために十分な占有周波数帯幅の最小値をいう。）とすることが適当で

ある。

　拡散帯域幅

　全電力の90％が含まれる周波数帯幅を拡散帯域幅と規定し、国際的な動向

から500k　H　z以上とすることが適当である。

　拡散率

　拡散率（拡散帯域幅のシンボルレートに等しい周波数に対する比をいう。以

下同じ。）は、国際的な動向から10以上とすることが適当である。

受信装置

I　SMバンドを利用するため、I　SM装置からの干渉を考慮すると受信感度（
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　　基準感度）の規定は実用上役に立たない。また、スペクトル拡散方式は通常の周

　　波数チャネルの概念がないため、隣接チャネル選択度や相互変調特性の規定も不

　　可能である。

　（ア）不要輻射

　　　　不要輻射は、1GH　z未満の周波数において4nW以下、1GH　z以上の周

　　　波数において20nW以下とすることが適当である。

　ウ　電気通信回線設備との接続

　　　電気通信回線設備に接続するものは、次の条件に適合するものとすることが適

　　当である。

　（ア）個別識別符号（l　Dコード）

　　　　電気通信回線設備に接続するためのI　Dコードは、識別信号（呼出符号、呼

　　　出名称その他郵政省が管理する識別符号）を利用し、19ビット以上で構成す

　　　ることが適当である。

　（イ）　インタフェース条件

　　　　電気通信回線設備とのインタフェースにおいて、混信による誤接続等を防止

　　　するため、キャリアセンス又は相関信号センスによる対策を講ずることが適当

　　　である。　（参考資料1－6）

　工　呼出名称記憶装置等の機能

　　　電気通信技術審議会答申r陸上に開設する無線局の自動識別装置の技術的条件

　　』（諮問第29号：昭和62年4月答申）に準ずることが適当である。

　　　なお、変調方式、変調速度等にっいては、本無線LANシステムの方式による

　　ことが適当である。　（参考資料1－9）

（5）測定法

　　国内で適用されている測定法に準ずることが適当であり、今後、I　E　C等の国際

　的な動向を踏まえて対応することが望ましい。

　ア　送信装置

　（ア）周波数

　　　A　空中線測定端子付きの場合

　　　　　スペクトル拡散状態を停止した状態で、平均値（バースト波にあっては、

　　　　バースト内の平均値）を周波数計を用いて測定することが適当である。

　　　B　空中線測定端子無しの場合

　　　　　周波数計をR　F結合器又は空中線で結合し、Aと同様にして測定すること

　　　　が適当である。

　（イ）　スプリアスの発射の強度

　　　A　空中線測定端子付きの場合

　　　　標準符号化試験信号（符号長511ビット2値擬似雑音系列：9段P　Nを

　　　　いう。以下同じ。）を入力信号として加えたときのスプリアス成分の平均電

　　　　力（バースト波にあっては、バースト内の平均電力）をスペクトルアナライ

　　　　ザを用いて測定することが適当である。

　　　　　この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MH　zに設定する
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　　ことが適当である。

　B　空中線測定端子無しの場合

　　　測定距離3mの電波暗室又は地面反射波を抑圧したオープンサイト若しく

　　はそれらのテストサイトにおいて供試機器と同型式の機器を使用して測定す

　　る周波数毎に校正されたR　F結合器を用い、その他の条件はAと同様にして

　　測定することが適当である。

　　　この場合、テストサイトの測定用空中線は指向性のものを用いることが適

　　当である。また、被測定対象機器の大きさが60c　mを超える場合は、測定

　　距離をその5倍以上とすることが適当である。100MH　z以下の周波数に

　　おいて測定が必要な場合は、測定距離を30mとすることが適当である。

　　　なお、空中線測定端子無しで測定する場合は、筐体輻射を含めて測定する

　　ことになる。

（ウ）　空中線電力

　A　空中線測定端子付きの場合

　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えたとき、1MH　zの帯域幅にお

　　ける平均電力をスペクトルアナライザのI　F出力部又はビデオ出力部に波形

　　記録計を接続したものを用いて測定することが適当である。

　　　この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MH　zに設定する

　　ことが適当である。

　　　平均電力を求める際の平均時間は、D　S方式にあっては0．4秒、その他の

　　方式にあっては、　〔拡散帯域幅（MH　z）〕×0．4÷〔F　Hを停止した場合

　　の拡散帯域幅（MH　z）〕（秒）とすることが適当である。なお、各拡散帯

　　域幅が1MH　z以下の場合は、1MH　zとして計算することが適当である。

　B　空中線測定端子無しの場合

　　　測定距離3mの電波暗室又は地面反射波を抑圧したオープンサイト若しく

　　はそれらのテストサイトにおいて供試機器と同型式の機器を使用して校正さ

　　れたR　F結合器を用い、その他の条件はAと同様にして測定することが適当

　　である。

　　　この場合、テストサイトの測定用空中線は指向性のものを用いることが適

　　当である。また、被測定対象機器の大きさが60c　mを超える場合は、測定

　　距離をその5倍以上とすることが適当である。

（エ）　占有周波数帯幅

　A　空中線測定端子付きの場合

　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えたときのスペクトル分布の上限

　　及び下限部分における電力の和がそれぞれ全電力のα5％となる周波数幅を

　　スペクトルアナライザを用いて測定することが適当である。

　　　この場合、スペクトルアナライザは、分解能帯域幅100KH　z、表示を

　　最大値保持、周波数スパン幅100MH　zに設定することが適当である。

　B　空中線測定端子無しの場合

　　　適当なR　F結合器又は空中線で結合し、Aと同様にして測定することが適
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　　当である。

（オ）　拡散帯域幅

　A　空中線測定端子付きの場合

　　　占有周波数帯幅の測定法に準ずることが適当である。

　　　ただし、標準符号化試験信号を入力信号として加えたときのスペクトル分

　　布の上限及び下限部分における電力の和がそれぞれ全電力の5％となる周波

　　数幅を測定するものとする。

　　B　空中線測定端子無しの場合

　　　占有周波数帯幅の測定法に準ずることが適当である。

（カ）拡散率

　　拡散率は、拡散帯域幅（H　z）をシンボルレートに等しい周波数数（H　z）

　で除した値から求めることが適当である。

イ　受信装置

（ア）不要輻射

　A　空中線測定端子付きの場合

　　　スペクトルアナライザを用いて測定することが適当である。

　　　この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MH　zとすること

　　が適当である。

　　B　空中線測定端子無しの場合

　　　送信装置のスプリアス発射の強度の測定法に準ずることが適当である。

2　高速無線LANシステム

（1）システムの概要

　　高速無線LANシステムは、現在、国際標準化されている有線LANシステムと

　同程度の伝送速度のデータ信号を無線により伝送するもので、伝送距離として半径

　20～30m程度のエリアをカバーするものである。準ミリ波帯の周波数において

　　10Mb　p　s以上の高速データを伝送できるシステムとしては、シングルキャリア

　技術を用いたものが国際的に実用化されている。

　　現在、国際標準の有線LANシステムには、IEEE802．3（CS漁／CD），IEEE802．4（ト

　ークン・バス系）及びIEEE802．5（トークン・リング系）等がある。これらのLAN

　システムの伝送速度は10Mb　p　s程度である。また、近年、より高速な伝送速度

　実現のため、光ファイバーケーブルを用いた100Mb　p　s程度の超高速LANシ

　ステムの国際標準化も活発に行われている。しかし、有線LANシステムの場合、

　オフィス・工場、店舗等におけるレイアウト変更による各種機器、ケーブル等の移

　設工事の煩雑さが伴う。この制約を受けないものとして無線LANシステムの実用

　化が期待されている。

　　一方、L　ANに接続される端末装置のインタフェースは、前述のように国際標準

　化されているため、このインタフェースを確保しながら無線化を図ることがシステ

　ムの普及上重要である。このようなシステムの早期導入を図るため、プロトコルま

　で規定しない国際標準の高速L　ANシステムの無線化に必要な技術的条件について

20一



　審議を行った。

（2》適用範囲

　　技術的条件の適用範囲は、送受信装置及び制御装置とする。

（3）一般的条件

　ア　通信方式

　　単向、単信、半複信又は複信方式のいずれも可能とすることが適当である。

　イ　伝送方式

　　伝送方式としてはTDD（Time　Division　Duplex）方式とF　D　D（Frequency

　　Division　Duplex）方式があるが、次の特徴からTDD方式が適当である。

　　①パケットデータ通信に親和性がある。

　　②ペアバンドを必要とせず、帯域選択上の自由度が大きい。

　ウ　伝送速度

　　信号の伝送速度は、10Mb　p　s以上にすることが適当である。

　　将来的には、高能率な変調技術の開発により、限られた周波数帯域内でさらに

　　高速化を図ることが期待される。

　工変調方式
　　高速かっ高能率な変調方式が要求されるため、多値の振幅変調方式、周波数変

　　調方式又は位相変調方式が適当である。

　　具体的には、技術的な実現性を考慮し、QAM（直交振幅変調）方式、4値F

　　S　K（4値周波数偏位キィーング）方式又はQ　P　S　K（4相位相変調）方式が適

　　当である。

　オ　キャリア周波数間隔

　　　10Mb　p　sの有線L　ANシステムを無線化する場合、同期信号、誤り訂正符

　　号等の付加を考慮すると、無線区間の伝送速度は15Mb　p　s程度必要となる。

　　変調方式において4値F　S　K方式は、QAM方式、Q　P　S　K方式に比べて、占

　　有周波数帯域幅が広くなる。4値F　S　K方式で15Mb　p　sの伝送速度を実現す

　　るとした場合、占有周波数帯域幅及び周波数偏差の許容値から、キャリア周波数

　　間隔は、20MH　zとすることが適当であり、さらに周波数有効利用の観点から

　　10MH　zのインタリーブを採用することが適当である。　（参考資料2－2）

　力　無線周波数帯

　　　10Mb　p　s以上の高速の伝送速度を実現するためには、広帯域の周波数を必

　　要とすることから、準ミリ波帯以上の周波数帯が適当である。

　　　当面、技術的な実現性から準ミリ波帯の周波数が適当である。

　　　具体的には、18～20GHz帯において、70～100MHz幅のスペクト
　　ルを無線L　AN用として利用できることが望ましい。

　　　（参考資料2－3、2－4、2－5）

　キ　空中線電力

　　半径20～30m程度をサービスエリアとするため、空中線電力は300mW

　　以下とすることが適当である。

　ク　違法使用への対策
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　　違法使用を防止するための対策は、本システムが情報処理機器に組み込まれて

　　利用される場合を考慮し、送信装置の主要な部分にっいて容易に開けることので

　　きない構造にすることが適当である。

（4）無線設備の技術的条件

　ア送信装置

　（ア）　周波数の許容偏差

　　　周波数の許容偏差は、±10×10－6以内とすることが適当である。

　（イ）　スプリアス発射の強度の許容値

　　　スプリアス発射の強度は、100μW以下とすることが適当である。

　（ウ）　空中線電力の許容偏差

　　　電力増幅器の特性変動に加えて、指向性空中線への分配器及びマイクロスト

　　　リップライン等の特性変動の影響が準ミリ波では顕著となるため、空中線電力

　　の許容偏差は上限＋20％以内、下限一80％以内とすることが適当である。

　（エ）　占有周波数帯域幅の許容値

　　　　17MH　z以下とすることが適当である。（参考資料2－2）

　（オ）　隣接チャネル漏洩電力

　　　隣接チャネル漏洩電力は、搬送波の周波数から20MH　z離れた周波数の±

　　　8．5MH　zの帯域内に輻射される平均電力が、搬送波の平均電力より40d　B

　　以上低い値とすることが適当である。

　イ　受信装置

　（ア）受信感度

　　　データパケット誤り率が5×10－2となる受信機入力電力は、一71dBm

　　以下であること。

　（イ）　スプリアス・レスポンス

　　　スプリアス・レスポンスは、干渉妨害の許容値及び技術的な実現性を考慮し

　　て・10d　B以上とすることが適当である。

　（ウ）　隣接チャネル選択度

　　　搬送波の周波数から20MH　z離れた周波数において、25d　B以上とする

　　　ことが適当である。

　（エ）不要輻射

　　　不要輻射は、1GH　z未満の周波数において4nW以下、1GH　z以上10

　　　GH　z未満の周波数において20nW以下、10GH　z以上の周波数において

　　　20μW以下とすることが適当である。

　ウ　空中線

　　　オフィス等における準ミリ波帯の伝搬特性は、室内の構造、間仕切り、窓、備

　　品類の配置、人の移動等、様々な要因に影響され、その伝搬路はマルチパスとな

　　り、相互に干渉することとなる。この対策として、ダイバーシチ方式、指向性空

　　中線等を利用し、伝搬特性の向上を図ることが適当である。

　　　サービスエリア等を考慮し、空中線の絶対利得は、20d　B　i以下とすること

　　が適当である。
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　工　電気通信回線設備との接続

　　　電気通信回線設備に接続するものは、次の条件に適合するものとすることが適

　　当である。

　（ア）　個別識別符号（I　Dコード）

　　　　電気通信回線設備に接続するためのI　Dコードは、識別信号（呼出符号、呼

　　　出名称その他郵政省が管理する識別符号）を利用し、19ビット以上で構成す

　　　ることが適当である。

　（イ）　インタフェース条件

　　　　電気通信回線設備とのインタフェースについては、混信による誤接続等を防

　　　止するため、マイクロセル構成による周波数配置の調整、キャリアセンス機能

　　　又は指向性空中線の調整等のいずれか最適な対策を講ずることが適当である。

　オ　呼出名称記憶装置等の機能

　　　電気通信技術審議会答申r陸上に開設する無線局の自動識別装置の技術的条件

　　』（諮問第29号：昭和62年4月答申）に準ずることが適当である。

　　　なお、変調方式及び伝送速度等は、本無線L　ANシステムの一般的条件による

　　ことが適当である。　（参考資料2－7）

（5）測定法

　　準ミリ波帯の周波数を利用する無線LANシステムに関する測定法については、

　国際的に統一されたものはないが、諸外国の動向を考慮しながら国内で適用されて

　いる測定法に準ずることが適当である。また、今後、I　E　C等の国際的な動向を踏

　まえて対応することが望ましい。

　ア　送信装置

　（ア）周波数

　　　A　空中線測定端子付きの場合

　　　　　送信装置を無変調の状態で連続送信し、周波数計を用いて測定することが

　　　　適当である。オフセットした搬送波を測定した場合は、オフセット分を補正

　　　　するものとする。

　　　　　無変調状態にできない場合は、標準符号化試験信号（符号長511ビット

　　　　の2値擬似雑音系列：9段PNパターンをいう。以下同じ。）を入力信号と

　　　　し、バースト内の平均値を周波数計を用いて測定することが適当である。

　　　　　この場合、周波数計は、短バースト測定の分解能を上げるため、必要によ

　　　　り平均化機能により表示桁を増加させるものとし、表示を既知周波数により

　　　　校正するか、又は既知周波数によりビートダウンした信号を入力とし、規格

　　　　の10分の1以下の確度を確保することが適当である。

　　　B　空中線測定端子無しの場合

　　　　　周波計をR　F結合器又は空中線で結合し、Aと同様にして測定することが

　　　　適当である。

　（イ）　スプリアス発射の強度

　　　A　空中線測定端子付きの場合

　　　　　無変調状態にし、スプリアス発射の平均電力（バースト波にあっては、バ
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　　一スト内の平均電力）をスペクトルアナライザを用いて測定することが適当

　　である。

　B　空中線測定端子無しの場合

　　　測定距離3mの電波暗室又は地面反射波を抑圧したオープンサイト若しく

　　はそれらのテストサイトにおいて、供試機器と同型式の機器を使用して測定

　　する周波数毎に校正されたR　F結合器を用い、その他の条件はAと同様に測

　　定することが適当である。

　　　この場合、テストサイトの測定用空中線は、指向性のものを用いることが

　　適当である。また、被測定対象機器の大きさが60cmを超える場合は、測

　　定距離をその5倍以上とすることが適当である。100MH　z以下の周波数

　　において測定が必要な場合は、測定距離を30mとすることが適当である。

　　　なお、空中線測定端子無しで測定する場合は、筐体輻射を含めて測定する

　　ことになる。

（ウ）　空中線電力

　A　空中線測定端子付きの場合

　　　標準符号化試験信号を入力信号とするが、出力変動が無い場合は、無変調

　　の状態で測定することが適当である。

　　　バースト送信状態とした場合は、時定数がバースト繰り返し周期よりも十

　　分大きい電力計を用いて測定し、送信時間率の逆数を乗じて平均電力を求め

　　ることが適当である。

　B　空中線測定端子無しの場合

　　　測定距離3mの電波暗室又は地面反射波を抑圧したオープンサイト若しく

　　はそれらのテストサイトにおいて、供試機器と同型式の機器を使用して校正

　　されたRF結合器を用い、その他の条件はAと同様に測定することが適当で

　　ある。

　　　この場合、テストサイトの測定用空中線は指向性のものを用いることが適

　　当である。また、被測定対象機器の大きさが60c　mを超える場合は、測定

　　距離をその5倍以上とすることが適当である。

（エ）　占有周波数帯域幅

　A　空中線測定端子付きの場合

　　　標準符号化試験信号を入力信号として加えたときのスペクトル分布の上限

　　及び下限部分における電力の和がそれぞれ全電力の0．5％となる周波数幅を

　　スペクトルアナライザを用いて測定することが適当である。

　　　この場合、スペクトルアナライザは、分解能帯域幅及びビデオ帯域幅を占

　　有周波数帯幅の規格値の1％又はそれ以下で同程度に、掃引幅を規格値の2

　　～3．5倍に設定し、バースト波にあっては、掃引速度を1サンプル当り1個

　　以上のバーストが入るように設定することが適当である。連続波にあっては

　　、振幅の平均操作を5回以上として測定することが適当である。

　B　空中線測定端子無しの場合

　　　適当なR　F結合器又は空中線で結合し、Aと同様にして測定することが適
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　　　当である。

（オ）　隣接チャネル漏洩電力

　　A　空中線測定端子付きの場合

　　　標準符号化試験信号を入力信号とし、スペクトルアナライザ又は電力測定

　　用受信機を用いて、搬送波の周波数から20MH　z離れた周波数の±8．5M

　　　H　zの帯域内に輻射される平均電力を測定することが適当である。

　　　　この場合、バースト波にあってはデジタルストレージ型のスペクトルアナ

　　　ライザを用いて、掃引速度が1サンプル点当り1個以上のバーストが入るよ

　　　うに設定し、ピークホールド状態で測定することが適当である。

　　B　空中線測定端子無しの場合

　　　適当なRF結合器又は空中線で結合し、Aと同様にして測定することが適

　　　当である。

イ　受信装置

（ア）受信感度

　　　パケット誤りを検出する1単位のパケット（約300バイト）を連続して、

　　5、000回伝送し、パケット誤り率が5×10－2以下となる受信入力レベル

　　を測定することが適当である。　（参考資料2－6）

（イ）　スプリアス・レスポンス

　　　ー71d　Bm＋3d　Bの希望波を加え、無変調の妨害波によりパケット誤り

　　率が、5×10－2となる妨害波レベルと当該希望波の比を求めることが適当で

　　ある。

（ウ）隣接チャネル選択度

　　　一71d　Bm＋3d　Bの希望波を加え、デジタル信号（パケット）で変調さ

　　れた隣接妨害波によりパケット誤り率が、5×10－2となる妨害波レベルと当

　　該希望波の比を求めることが適当である。

（エ）不要輻射

　　　疑似空中線を空中線端子に接続し、選択電圧計を用いて測定することが適当

　　である。　（IEC　Pub．483－319節）

V　審議結果

　　無線LANシステムの技術的条件のうち、中速無線LANシステム及び高速無線LA

　Nシステムの技術条件にっいて審議を行ない一部答申（案）を取りまとめた。

W　その他
　　ミリ波帯等の周波数を利用した無線L　ANシステムの技術的条件については、引き続

　き検討を行う。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考資料1－2

　　　　　　　　　　2，4G　H　z帯I　S　Mバンドの不要輻射調査

1　あらまし

　スペクトラム拡散方式による、低速用無線LANシステムの無線周波数帯としては、

　2．4GH　z帯のI　SMバンドを想定している。I　SMバンドでは、電子レンジ、医療

用高周波設備等のI　SM装置の運用が認可されており、諸規格の決定に際して、これら

の装置からの干渉を考慮する必要がある。本資料では、I　SM装置からの輻射電力密度

の許容値、電子レンジ単体の不要輻射の測定結果及び路上での電波雑音の測定結果から、

2471～2500Mllzでの干渉電力の推定結果を導き、以下の点が明らかとなった。

（1）　関係法令等の規定から所定の仮定の下に算出される電子レンジの等価不要輻射電

　　力と、電子レンジ単休の測定結果が比較的良く一致した。

（2）　電子レンジの不要輻射電力の時間軸波形から、干渉は連続的ではなく、商用周波

　　数に同期した悶歌的なものであり、妨害を与える時問率は50％を越えないことが

　　明らカ・どなった。

（3）　I　SM装置からの干渉信号の周波数は極めて不安定であり、FH的である。した

　　がって、通信システムが妨害排除性能の周波数依存性を有する場合でも、最悪状態

　　が長時間連続することは、ほとんどないと考えられる。

（4）　2．4GH2帯のI　SMバンドの電波雑音調査結果から、I　SM装置からの干渉

　　スペクトルは、2450Mllz付近で最大値を示し、これより低い周波数帯ではなだらか

　　に強度が減褒し、これより高い周波数帯では急激に強度が減衰するようなスペクト

　　ルを呈することが判明した。したがって、利用周波数帯を2471MIlz以上とした場合

　　は、2450MHz付近に比べて30dB程度、干渉が少なくなる。

（5）　単体の電子レンジの等価不要縞射電力の測定結果から、伝搬特性として奥村カー

　　ブを仮定し、複数のI　SM装置が存在する場合の干渉電力の計算を行った。その結

　　果、最大値は電波雑音調査の結果から得られた最大値に良く一致した。したがって

　　2471～2500MHzにおける干渉電力の総電力としては、95％の信頼度で一68．8
　　　d　Bmと推i定することが適当であると考えられる。

2　関係法令から算出されるI　S　M装置の不要輪射電力

　　電子レンジに対する、電気用品取締法での5mW／cm2以下の電力密度の許容値と、

　電力密度の分布に所定の仮定を与えた場合の等価不要輻射電力は、40d　Bm程度であ

　る。

3　電子レンジ単体の等価不要塩射電力

　　表1に示すとおり、平均値で24～26d　Bm、最大値（m＋3σ）で38～40d
　Bmとなる。また、図1に示す輻射波形の例のように、輻射は、商用周波数に同期して

　おり、いずれかの半サイクルで輻射している。
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4　路上での電波雑音測定結果

　　表2に示すとおり、電界強度の最大値は、頻繁に90d　BμV／mを越え、平均値で

　も85～100dBμV／mに達する。また、247mlzを越える電界強度は、2450㎜z
　近傍の電界強度に比べて平均的に30d　B以上低い。

5　複数の干渉源からの干渉電力

　以上の結果から、実際の装置の分布密度、使用頻度を考慮し、複数の干渉源からの干

渉電力の推定を行った結果、95％の信頼度で総電カー一68．8dBmを得た。
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　　　　　　　　おハ　ぬ　と　のサパルス　　　ぬ　をり　

灘羅鑛鑛鐵嚢鑛藩謙．v
羅騰羅騰羅i難騒灘鍵灘
謹麟鯉蟹縫鐘灘灘醗灘黙鍵灘醜麟i覇1蟹麟鰹圏
羅遷響懸鯉鰯羅齢v麟甕翻構懸翻纒薩ov

醗鑛籔嚢購畿羅騒麟鍵
　　　　図　一1　A社製　　　　　　　　　　図　一2A社製（極性反転）

灘灘灘講、鍵灘羅灘．．
灘難駿灘鰯醗騰灘灘
蟹i灘難箋鐘麟鑓灘難攣灘灘i墜灘馨麟騨難．v
藤鑛餐璽：羅醗o麟薩灘麟羅纒i藝騰1屡
鑛麟螺i嚢齪騒鰯驕愚醗難醗藍鑛騒湿鑛
鑛離鑛騒羅遜騒羅醗國臨錘蟹鑑罐畿灘騒
　　　　図　一3　B社製　　　　　　　　　図　一4B社製（極性反転）

難灘羅麟懇羅
難灘羅騰騨．、欝灘鍵羅．

灘灘羅鍵灘難欝
　　図　一5　図　一2十図　一4　　　　　　　　図　一6　図　一2十図　一3



表Z　電波雑音調査結果
No． 場　　所

電界強度（a，c）ldB躍V／ロ〕〕 電界強度差
（d）3（a）一（c）

〔dB〕　●，

備　　考2450土50闘z

避畑　　（a）

（a）畷甑

【翼Hz⊃（b）

2471～2500H鷲z
量焔　　　（c）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
　
　
0
1
2
3

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
　
　
「
1
　
1
　
　
1

橿島県

郡山市

H総合病院前 75 2445～2450 ＜55●9 20 里猷り2伽

平
成
三
年
十
顧
月
測
定

肝レンジを観している助の遅く一1 95 2450～2455 65 30 躯劫3皿

電子レンジを侵肌て1畷セの近（一2 84 2455～2イ57 ＜55’亘 34 皇iより15煽

肝レンジを團して鴨跳〇五く。3 62 2450～2455 59 3 顕劫20伽

S木材店前 75 2450～2452 〈55●巳 25 駈劫10m

S胃腸病院前 107 2446～2450 ＜55’5 57 甑劫1伽

Sフパ唾一レ計ラ靖 113 2445～2451 57 56 壁面より3m

Yス吋｛一マーケ輔 86 24・18～2454 く55。1 36 屋上駐】1［場

A整形外科前 108 2442～2456
　（2ピーク）

く55’5 58 蛎より5ロ

Y無線（電気店）近く 95 2424 く55’1 45 脳麦甜、距雄50口

s！科｝3腸科前 121 2450～2452 65 56 號劫馳

丁病院前 68 2445～2470 ＜55。轟 18 蜥よ帖3伽

郡山駅前通り 95 2447～2450 60 35 髄し赫ら醍

14 猛島傭肺 信夫山山頂 65 2447～2452 60 5 市街地をヨ1む
5
　
ρ
U
　
7
　
　
　
　
8
　
9
　
0

1
　
1
　
1
　
　
　
　
1
　
1
　
0
乙

？

市街地走行一1， 118 2460 66 52

建
設
省
殿
資
料

市街地走行一2 86 2450 61 25
市街地走行一3 92 2440～2460

　（2ピーク）

61 31

市街地走行一4 84 2454～2460 57 27
市街地走行一5 72 2462 56 16
市街地走行一6 70 2446 〈55’1 20

－
n
乙
3
4
f
O
ρ
0
7
q
U
9

り
畠
n
乙
2
ウ
』
ウ
』
ワ
O
ウ
飾
ウ
』
9
』

？

M病院前 112 2462 81 31
S病院→K病院 92 2446 63 29
ll病壁蔵噂醤昌難鱒 78 2442 56 22 3・単線の真中

H病院坤S病院 91 2446 89 2 3車線の真中

J燈跡鷲a→Aコ冗器ン斌 112 2462 84 28 猷に脚肋スタンド

Bコンピニエンス対斌（雛15ロ） 93 2462～2468 63 30 肝レン鞭榊

58 2422～2474 58 0 電子レン鞭離ず

Aコンピ話ン双ト茄（醍10ロ） 、105 2462 58 47
A”ピ話ンススけ飢牒10馳） 83 2450 71 12 3車線の真中

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6

3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
4

束京都
（犯区、

江戸腿、

江躯、

大田9、

畠川9）

および

川崎市
（川騎区）

の
準工業
地帯の

路上

首郡高越駒形～四っ木 78 2450 〈58’1 25 11：00

平
成
二
年
十
二
月
測
定

首郡高速四っ木 94 2440～2450 ＜58●1 41 11＝10

化学工業地帯 79 2440 ＜58。1 26 11：30

平和橋 86 2430 く58’』 33 11：45

Tクリニック前 112 2450 69 43 12：45

新小岩～平井大橋 97・ 2450 61 36 13＝00

江戸川区平井 62 2425 ＜5865 9 13：15

墨田区文花 89 2450 く5801 36 13：30

墨田区業平 61 2450 ＜5801 8 13：38

搬田区横川 ＜58●島 ｝ 〈58q 一
13149

聖田区本所 61 2440 60 1 14：00
藍離動唱酷迎（コンピニ前） 94 2450 61 33 14：23

公社南砂第二団地 64 2448 く58’亘 11 M：35
新砂町 66 2485 66 0 14：47

首都高速新木場～大師 82 2453 〈58●9 29 15：56

大師 93 2442 69 24 16152

R15六郷橋～大森本町 80 2445 66 14 17：22

　全データ
（No．1～No．46）

平均値m 85．7 245L9●z 59．2●1 27．1
。1測定限界

。2データがf馳～

　f2の場合、
　f2とした。
輔（c）がく55の

　場合は50、
　く58の場合は
　53とした。
。4m－2σ

標準偏差σ 17．7 11，292 9，1●3 16．0
m＋3σ 138．7 2485。5．2 86．5’3 一

No．30～No．46
平均殖m 79．3 2446，9’2 57，8’， 23．1標準偏差σ 16．6 12，5●z 6、3．3 14．　1
m→一3σ 128．9 2484．4．2 76．8’， 一

No．1曜o．46より、駄駅a”

70dB翼V／ロを猷る胎嚇を融
（35件）

平均価m 93．0 245L2’諺 60．26， 32．7標準偏差σ 13．2
8，8●2 9．9．3 13．2m＋3σ 132．7 2477，7’2 89，9－3 『

No．1噌o．46より、避焔（a）が’

90dB畔／唖猷る胎筋を舳
（20轟）

平均値m 102．0 2452，3●2 63．8’3 38．2標輩傭差σ 10．0 9畢4’2 10．8’⊃ 14．0m＋3σ 131．9 2480．6’2 96．　U， 10．3．4
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参考資料1－3

　　　　　　　　　　　　　　所要空中線電力の検討

1　あらまし

　伝送速度256k　b　p　s、室内で半径30mのサービスエリアを仮定し、参考資料1

の、二F渉電力の総電力の推定結果である、一68．8d　Bmを用いて・所要空中線電力

の推定を行った。その結果、1MH　zの帯域幅における所要空中線電力として・10m

Wが得られた。

2　検討の条件
表1

パラメータ シン楊 仮定した条件

周波数 f 2．4GHz帯
所要ビット誤り率 E　b 10一〕以下

信号伝送速度 Rd 256kbp　s
拡散変調方式／情報変調方式 DS／BPSK及びFH／BFSK
サービスエリア（距離） d 室内にて30m

遅延分散 σ 20ns（図1）

拡散帯域幅 B　s 2
． 6MHz程度

距離dと伝搬損失rの関係 r＝40．23＋201091。d（自由空間伝搬）

干渉電力 P　i 一68．　8dBm（2471～2500MHzでの鯛力）

シャドーイングマージン Msh 18．1dB（図3）
内部損失マージン Msys 3d　B
アンテナ利得 Ga 2．14d　B　i（送信、受信共）

給電線損失 Lf 1d　B（送信、受信共）

3　所要空中線電力の計算

（1）　遅延分散特性

　　室内伝搬を仮定した場合の遅延分散特性を図1に示す。100m2程度の比較的狭

　　い部屋で、壁面の電力反射係数ρが0．64の場合でも、遅延分散σは20n　s程度

　　である。

（2）　Eb／No
　　ア　D　S方式

　　　　同期検波のB　P　S　Kを仮定し、レイリーフェージング下での、平均誤り率のジミ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　ユレーション結果を図2に示す。拡散符号速度を13Mc　p　s（chips　per　second）

　　　と仮定し、（1）の遅延分散の値から、図’2の横軸の正規化帯域幅σ／Tは、

σ／T＝20×10噛9／（13×106）騨箪
　　　＝2．．6×10一1　〔s／s］ （1）
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　となる。したがって、B　ERを10－3とした場合の所要のEb／N　oは、図2より

　20dBとなる。

イ　FH方式
　　F　H－B　F　S　K（Binary－FSK）を仮定し、レイリーフェージング下で、各周波数

　に相関が無い場合の誤り率特性を図4に示す。3：2の多数決判定を採用した場合

　のEb／Noは22d　Bとなる。次に、（1）の遅延分散が与えられた場合の相関帯

　域幅Bcorは、

Bcor＝1／σ

　　　＝＝1／20×10－9

　　　＝50　　［MH　z］ （2）

　　となり、50MH　z離れた周波数における相関係数ρが0．5となる。想定する周

　　波数帯幅は26MH　z程度であるので、相関係数は0．9程度と考えた方が良く、

　　図5よりEb／Noとして27dBを得る。
（3）　干渉を考慮した場合の所要受信電力

　　参考資料1により、2471～2500MIlzでのI　s　M装置からの干渉電力Piは95％の

　信頼度で一68．8d　Bmと推定される。

　　したがって、単位周波数あたりの干渉電力Pdiは、

　　　　Pdi・＝Pi－1010glo（29×106）
　　　　　　＝＝一68．8－24．6

　　　　　　＝一143　［dB皿／112］　　　　　　　　　　　　　（3）

で与えられ、1MHあたりの所要受信電力Prdは、式（4）で与えられる。

Prd昌Eb／No十1010gloRd十Pdi十Msh
　　　　　　＋Msys－1010910Bs＋50　　［dB囮］ （4）

Bs認26×106Hzとした場合の計算結果を表2に示す。
　　　　　　表2　干渉を考慮した場合の所要受信電力

変調方式 信号伝送速度

［kbps］

所要受信電力

Prd〔dBm／MHz〕

DS／
BPSK

9．6 一76．2
32 一71．0
256 一62．0

FH／
BFSK

9．6 一69．2
32 一64．0
256 一55．0
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（4）　干渉を考慮した場合の所要空中線電カ

　　所要空中線電力Ptdは、次の式で与えられる。

Ptd＝Prd十P十Lft十Lfr－Gat－Gar＋Mm　［dBm］ （5）

所要サービスエリアを屋内で30mとした場合の伝搬損失rは、

r＝40．

　＝69．
23＋201091030
77　　［d　B］ （6）

である。Ptdの計算結果を表3に示す。

表3　1SM装置からの干渉を考慮した場合の所要空中線電力

変調方式
信号伝送速度

匿［kbps］

所要空中線電力

Ptd［dBm畑z］

DS／
BPSK

9．6 一5．7
32 一〇．5

256 8．5

FH／
BFSK

9．6 2．3
32 6．5
256 15．5

　D　S方式で256k　b　p　sの情報伝送速度で、拡散帯域幅を26MH　zと仮定した場

合の1MH　zあたりの所要空中線電力は、8．5d　Bm程度必要である。また、FH方

式の場合は、同条件で15．5dBm程度が必要となる。DS方式とFH方式の差は、

所要E　b／N　oの差が7d　Bであることに起因しているが、伝送速度を72k　b　p　sと

すれば所要C／Nは5．5d　B小さくなり、所要空中線電力は10d　Bmとなる。

　したがって、1MH　zあたりの所要空中線電力は、D　S方式及びF　H方式に対して概

ね10d　Bm（10mW）となる。
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Shadowing Eflects of Common 
Factory Equipment (1,300 MHz) 

, :a -r:, I t tt I t . '1 l '~ 

Obstacle Description 

2.5 m storage rack with small metal parts 

(loosely packed) 

4 m metal box storage 

5 m storage rack with paperproducts 

(loosely packec) 

5 m storaga rack with paper products 

(tightly packed) 

5 rh storage rack with large metal parls 

(tightly packed) 

Typical N/C machine 

Semi-automated Assembly Line 
0.6 m square reinforced concrete pillar 

Stainless Steel Piping for Cook-Cool Process 

Concrete wall 

Concrete floor 

Attenuation 
(dB) 

4.6 
1 0-1 2 

2.4 

6 

20 
8- I O 

5.7 
1 2- 1 4 

15 
8-1 5 

10 

~]3 

IEEE Commu Magazlne, pp. 15-2,i,May 1989 
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テータあたりのチップ数

　　　　　　　　　　　　　淋

　　　0　　　10　　　20　　　30

　　　　　EbNo

　　FH－BFSKの最大比合成による
　　ビット誤り率2，

　　（レイリーフェージング下）

　　　　　　　図4
電波季　25－139，pp．659－670，1980

　　　　　1

　　　　10一：
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　　　国
　　　　10顧4
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　　　　　　　　　　Eb／No（dB）

　　　　　チッブ間相関係数をパラメータとした
　　　　　　3：2多数決判定後のビット誤り率o

　　　　　　　　　　　図5

1EEE　Trans．　Commun．　CO｝【一30－5，PP．1052－1056，1982
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参考資料1－4

F　C　C　R　e　g　u　l　a　t　i　o　nにおけるスペクトラム拡散方式の規定及び考察

1　あらまし

　規定の参考とするため、FCC　RegulationのPart15．247の規定を考察した。国際協

調の観点からは、日本の場合も、可能な限りこれに準じる規定が望ましい。

　　なお、本資料の訳文は、　（財）機械電子検査検定協会内安全問題研究会発行の、連邦

週信委員会（F　CC）規則　第15章　無線周波機器　より抜粋させていただい・た。

§15．247　902－928Mllz，2400－2500MHz，及び5725－5850MIlz帯域内における運用

（a）　本節の規定に基づく運用は、次の規格を満足する周波数ホッピング及びダイレクト

　・シーケンス周波数拡散意図放射機器に限られる；

（1）　周波数ホッピングシステムについては、最低25kllz、又はホッピング・チャンネ

　ルの20dB帯域幅の、いずれか広い周波数だけ離れているホッピング・チャンネル搬

　送周波数を持っていること（ア）。このシステムにおいては、ホッピング周波数の

　擬似無作為抽出順序から得られたシステム・ホッピング率によって選択されたチャ

　ンネル周波数でホップすること（イ）。各送信機によって平均的に等しく各周波数

　を使用しなければならない（ウ）。システム受信機は、それに対応する送信機のホ

　ッピング・チャンネル帯域幅に合った入力帯域幅を持ち、送信信号と同期が得られ

　る周波数シフトが行えるものであること（エ）。

（i）　周波数帯域go2－928MHzでF使用・される周波数ホッピング・システムにっいては、

　せめて50のホッピング周波数を使用すること（オ）。ホッピング・チャンネル

　の最大許容されている20dBの帯域幅は500kHzであること（カ）。任意の周波数

　を占有する平均時間は、20秒の期間において、0．4秒を越えないこと（キ）。

（ii）　周波数帯域2400－2483．5MHz及び5725－5850MHzを使用する周波数ホッピング・

　　システムにっいては、せめて75のホッピング周波数を使用すること（ク）。ホ

　　ッピング・チャンネルの最大20dB帯域幅を1畑zとすること（ケ）。任意の周波

　　数を占有する平均時間は、30秒の期間において、0．4秒を越えないこと（コ）。

　　　　　　　　　　　（a）の（1）に関する考察

（ア）　ホッピングチャンネルの最小間隔の規定であり、図1に示すような送信スペ

　　クトルを排除する規定である。与干渉の規制の目的ではなく、通信の品質確保

　　の目的と考えられる。
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　OdB
－10dB

－20dB

　OdB
－10dB

－20dB

Af Af Af Af

1

Af Af ムf

（a）△fが25k　H　z’未満 （b）△fが20dB帯域幅未満

図1　FH方式において認可されない送信スペクトラム

（イ）～（エ）：FH方式への一般的な要求事項である。

（オ）及び（ク）：ホッピング周波数の数の下限の規定であり、（ア）の規定と同時

　に満足するためには、最小の拡散帯域幅は900MH　z帯では1、．25MH　z、

　2．4G　H　z帯および5．8G　H　z帯では1．875MH　zとなる。F　H方式に

　対しては、処理利得が規定されていないため、代わりにこの規定を設けているも

　のと考えられる。通信の品質確保と、スペクトラム拡散方式以外の方式との周波

　数共用を考慮する際には、重要な規定と考えられる。

（カ）及び（ケ）：ホッピング・チャンネルの帯域幅の上限の規定であり、　（オ）及

　び（ク）の規定と利用可能な周波数帯幅に関連して決定されていると考えられる。

　また、この規定は、F　H方式における情報信号速度の上限を規制する結果をもた

　　らすことになる。

（キ）及び（コ）：周波数占有時間に関する規定である。F　H方式では、瞬時周波数

　の概念が存在する。したがって、ある瞬間で見ると・空中線電力の総電力の大半

　が、拡散帯域幅に比べて狭い周波数帯幅に集中する。そこで、他のシステムに対

　　る干渉を抑えるため、任意の周波数を占有する時間の上限の規定が必要となる。

　米国のように、同一周波数帯をスペクトラム拡散方式以外のシステムと共用する

　場合には、重要な規定と考えられる。

（2）　ダイレクト・シーケンス・システムにっいては、最低6dBの帯域幅が少なくとも

　500kHzであること（サ）。

　　　　　　　　　　　（a）の（2）に関する考察

（サ）＝（d）の電力密度に関する規定と同じく、他のシステムとの周波数共用を図る

　上で、狭い周波数帯幅内に電力が集中することを規制する目的と考えられる。

（b）送信機の最大ピーク出力電力は、1Wを越えないこと（シ）。6dBi以上の指向性利得

　の送信アンテナを使用する場合には、そのアンテナの指向性利得が、6dBを越える分
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だけその電力をdB値で低減しておくこと（ス）。

　　　　　　　　　　　　　（b）に関する考察

（シ）：総電力に関する規定である。

（ス）：送信空中線の利得に応じて総電力を低減する規定である。他のシステムに干

　渉を与え得る距離を一定以下に制限するために必要な規定と考えられる。

（c）　これらの周波数帯域の外側における任意の100kHz帯域棉において、拡散シーケンス

　の変調積、情報シーケンス及び搬送周波数の無線周波電力は、一番高いレベルの希望

　電力を含む帯域内の任意の100kllz帯域幅内のレベルよりも少なくとも20dB低いか、

　15．209（a）項に定める一般レベルのいずれか減衰旦が少なくなるほうのレベルを越え

　ないこと（セ）。

　　　　　　　　　　　　　（c）に関する考察

（セ）　スプリアス発射の許容値に関する規定であり、要点は次の2点である。

　　①利用可能な周波数帯内での許容値は規定していない。

　　②100kHzで測定された電力密度を基準にしている。

（d）　ダイレクト・シーケンス・システムについては、任意に1秒の期間に亘って平均し

　た送信電力密度が、これらの帯域幅内の任意の3kHz帯域幅において8dBmを越えないこ

　と（ソ）。

　　　　　　　　　　　　　（d）に関する考察

（ソ）：電力密度に関する規定であり、図2に示すように、スペクトラムの本数が異

　状に少なく、局所周波数では電力密度が極めて高くなるようなシステムを排除す

　る狙いと考えられる。こ，れも、　（キ）及び（コ）と同様に、スペクトラム拡散方

　式以外のシステムとの周波数共用を図る上では重要な規定と考えられる。

電力

　　　　　　　　　　周波数

（a）望ましいスペクトラム

電力

　　　　　　　　　　　　周波数

（b）望ましくないスペクトラム

図2　総電力と占有帯域幅が等しく、密度電力が異なる2っのシステムの比較

（e）ダイレ外・シーケンス・システムの処理利得は少なくとも10dBであること（タ）．
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処理利得は、受信機の復調出力端で測定した場合の、システムの拡散コードをオフに

した状態での信号対雑音比と、システムの拡散コードをオンにした状態での信号対雑

音比をd　Bで表した時の比で決定すること（チ）。

　　　　　　　　　　　　　（e）に関する考察

（タ）：処理利得の下限に関する規定であり、技術的な根拠は不明であるが、スペク

　トラム拡散方式の良さを発揮する値の下限としては、妥当な値と考えられる。

　この規定は、与干渉の規制というよりも、通信の品質を確保するための、システ

　ムに要求される規定と考えられる。したがって、国内での認可に際しては、必ず

　しも強制規格に含める必要は無いと考えられる。

（チ）：処理利得の定義及び測定方法について規定している。スペクトラム拡散方式

　の原理を踏まえれば妥当な規定であるが、受信装置の相関処理方式によっては、

　受信装置の復調出力のS／Nの測定が極めて困難な場合が想定される。米国のよ

　うに、申請者が測定方法の妥当性を立証すれば、規定された方法以外の測定方法

　によることも可能である場合を除いては、この測定方法の適用は困難と考えられ

　る。

（f）　ダイレクト・シーケンス及び周波数ホッピング変調技術の両方を併用したハイブリ

　ッド・システムについては、この複合技術から少なくとも17dBの処理利得を得ること

　　（ッ）。ダイレクト・シーケンスの動作をオフとした状態におけるハイブリッド・シ

　ステムの周波数ホッピングの動作は、任意の周波数を占有する平均時間が、採用しホ

　ッピング周波数の数に0．4を掛けた値を秒で表した期間内において、0．4秒を越えな

　いこと（テ）。周波数ホッピングの動作をオフとした状態におけるハイブリッド・シ

　ステムのダイレクト・シーケンスの動作は、本節（d）項の電力密度要求事項を満足し

　ていること（ト）。

（（a）（1）、（b）及び（c）の碇、（d）（e）（f）の曲199腓8月24日発効）

　　　　　　　　　　　　　（f）に関する考察

（ツ）：D　S／FH方式の処理利得に関して規定している。17d　Bは、FH方式の

　ホッピング周波数の数の下限の50を根拠として、　1010gm50＝17により決定さ

　れているものと考えられる。

（テ）：D　S／F　H方式の、民H方式の部分の周波数占有時間にっいて規定している。

　より望ましい規定の方法としては、次の電力密度と関連して決定されるべきと考

　えられる。すなわち、D　S方式の部分による電力密度の低減が効果的であるほど、

　周波数占有時間の規定を緩くするような規定方法である・

（ト）；D　S／F　H方式のD　S方式の部分の電力密度について規定している。限りな

　くF　H方式に近い（D　S方式による処理利得が、F　H方式のそれに比較して十分

　に小さい）D　S／F　H方式では、満足することが困難な場合が想定される。
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参考資料1－5

欧州におけるスペクトラム拡散方式の認可動向

1　あらまし

　　CEPT（TheEuropeanConferenceofPostalandTelecommunicationsAdministr
ations）のWorking　Group　T／WG18による答申丁／R　10－01（Oslo1991）

　　凹RELATING　TO　THE　置1ARMONIZED　RADIO　FREQUENCY　BANDS　FOR　WIDE　BAND

　　TRANSMISSION　SYSTEMS　USING　SPREAD　SPECTRUM　TECHNOLOGY　”

　に関して調査した。

2　答申内容

（1）　無線周波数帯

　　　2400～2500MIlz帯（この周波数帯で各国の事情により選択）

（2）　情報信号速度

　　　最ノ」、250kbp3
（3）　空中線電力の総電力

　　　尖頭電力で100mW（e．ilr．p）以下

（4）　空中線電力の電力密度

　　　D　S方式：尖頭電力で10mW／MH　z（e．i．r．p．）以下

　　　FH方式＝100kHzの周波数帯幅での尖頭電力で100mW（e．i．r．p．）以下

3　その他
　　詳象田な技術的条件は、ETSI（TheTechnica1CommitteeoftheEuropeanTeleco
　mmunications　Standards　Institute）により審議中である。
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参考資料1－6

　　　　　　　電気通信回線設備へ接続する場合の混信等に関する検討

1　概要

　　スペクトル拡散方式を用いた無線LANシステムの場合、空きチャンネルの判定方法

　としては、従来のキャリアセンスによる方法のみでは、I　SM装置からの平渉での誤動

作と、CI）MAの構築を困難にすることから、相関信号センスによる方法が適当である。

　　また、センスする拡散信号パラメータは、自局が送個に使用するパラメータとするこ

　とが適当である。

2　空きチャンネルの判定に関する検討

2．1　キャリアセンス（図1参照）
　　従来のFDMA（周波数分割多元接続）の場合は、混信及び切断不能を防止するため、

　空きチャンネルの判定を行い、通信路を確保してから接続することが適当であり、その

　ためにキャリアセンスによる空きチャンネルの判定が規定されている。

　　しかし、SS無線LANシステムにおいては、次に紀した理由によりキャリアセンス

　のみによる方法は適当でない。

　　（D　　スベクトラム拡散方式の本質的な特性として、図2に模擬的に示したよろに、

　　　　C　DMA（符号分割多元接続：同一周波数を同時に多数の無線機が異なる拡散符

　　　　号により周波数を共用して通信を行うこと。）が可能であり、単純なキャ1，アセ

　　　　ンスは、逆に周波数利用効率の低下を招くものであること。

　　（2）　想定する無線周波数帯がl　SMバンドであることから、I　SM装置からの干渉

　　　　信号でキャリアセンスが誤動作し、送信可能な時間率及び場所率の著しい低下を

　　　　招く確率が高いと考えられること。
　　（．ヒ記（1）、（2）を考慮・しなくて良いような使用環境においては、キャリアセンスは

　FDMAシステムと同様に・有効である。）

2。2　相関信号センス（図1参照）
　　受信装置の相関器（受信悟号と受信装鷹内部の参照用拡散信号との相関演算を行う装

　置）の出力信号レベルをセンスする方法である。この方法の場合は、

　　ア　I　S　M装置からの干渉による誤動作確率が、処理利得の分だけ低減できる。

　　イ　受信装置内部に用意された、参照用の拡散信号（相関器に固定的に組み込まれて

　　　いる場合もある）との相関が大きな信号のみがセンスできる。

　という特徴を有する。有害な混信を与えるケースは、F　DMAの場合は、与千渉局と披

　干渉局の周波数が一致した場合であるが、スペクトラム拡散方式の場合は、拡散信号パ

　ラメータが一致した場合となる。したがって、送儒に先立って、送信に使用する拡散信

　号パラメータにより、相関信号センスを行うことにより、他局への有害な与二F渉を防止

　することが可能である。

3　桔論
　　与干渉の防止という愼点から、空きチャンネルの判定方法としては、従来のキャリァ

　センスによる方法と、相関信号センスによる方法のいずれか（又は併用）とすることが

　適当である。なお、センスレベルは、システムの諸元に応じて、システム毎に適切に決

　定することが適当である。
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参考資料1－7

電気通信回線に接続する場合の異機種間の誤接雛率の検討

1　概要

　電気通信回線設備へ接続する場合の誤課金、誤援続防止策として、個別識別符号（I

　Dコード）による照合が必要であるが、S　S無線LANシステムの場合は、これに加え
て、システムパラメータの違いによる誤誤金、誤接続の防止が可能である。

　誤接続確率は、誤起動確率と誤照合確率の積で与えられるが、S　S無線L　ANシステ
　ムの誤起動確率は従来システムに比べて1／10～1／50である。また、誤照合確率は、雑音

等による誤起動の場合は従来システムと同等であり、興機種からの信号の場合は、小電

　力コードレス電話システムと同等の10引のオーダーが得られる。

1　1　検討のためのモデル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　②
　　　　　　　　　　　　　　　　　ろ

　　IDコード
　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥

　　　　　　　　　　　拡散信号1　雑音等　　拡散信号2　　　　　照合用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　IDコザ

一次

変調器

二次

変調器

送信装置

〉

験酷鴎
相関滞 復調器 1

縮舗

1／F

受信装置

図1．1

　図1．1において、雑音等により偶然にI　Dコードが一致する場合（①）、及び送信

装置と受信装置が全く異なるシステム（異機種間）で、I　Dコードが偶然に一致してい

る場合（②）に、電気通信回線に接続されてしまう確率（誤接続確率）を求める。

1．2　譲接続確率の検討
　　誤接続確率Peは、次式で表される。

Pe＝Ped。Pec
　Ped：誤起動確率（I　Dコードの照合動作が誤起動される確率）

　Pec：誤照合確率（照合動作起動後、I　Dコードが一致する確率）

（1）

（1）　誤起動確率

　　まず、Pedにっいて検討する。スペクトラム拡散方式でない場合の起動条件は、キ

　ャリアがセンスされた場合であり、この場合は、受信周波数帯に落ち込む電カレベル

　のみが起動条件となるが、S　S無線LANシステムの場合は、処理利得（妨害排除性

　能の指数）よる誤起動確率の低減が可能である。S　S無線L　ANシステムの処理利得

　は、D　S方式で10以上、FH方式又はD　S／FH方式で50以上と規定されるので、
　誤起動確率は概ねスベクトラム拡散方式でない場合に比較して1／10～1／50と考えられ

　るo
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（2）　誤照合確率

　　次に、誤照合確率Pecについて検討する・
　ア　雑音等により誤起動された場合

　　　この場合は、復調器出力はランダム信号となるため、Pecは、

　　より、

lDコード：長Lm

　　　　　　L　m
Pec＝1／2 （2）

　で与えられる。一例としてL旦D＝19bitの場合は、Pec＝1．9×10”’6が得られ

　るo
イ　異機種からの信号による誤照合確率

　　I　Dコードが正しく復調される確率Pcは、次式で与えられる。

Pc＝＝Pcs・Pccl　・Pcc2　・Pcm6Pcf
　　Pcs：拡散変調方式が一致する確率

　Pcc1：拡散符号の種類及び符号長が一致する確率

　Pcc2：拡散符号速度が一致する確率
　　Pcm：情報信号の変復調方式が一致する確率

　　Pcf＝中心周波数が一致する確率

（3）

　まず、Pcsにっいて検討する。Pcsは、DS方式、FH方式、D　S／FH方式の
違いによるものであり、異なる方式間では情報信号の復調は不可能であるので、

Pcs・＝1／3＝0．　33 （4）

で与えられる。

　次に、Pcc1及びPcc2について検討する。まず、DS方式にっいて検討する。
　検討のためのシステムの諸元を表1のように仮定する。

表1

情報信号速度 数十～数百k　b　p　s

拡散符号長 数十～数百

　D　S方式に適し、良く用いられる符号系列（L　F　S　R系列）の性質を表2nIに

示す。表2のうち、異なる符号長間では、相関器出力が非同期となり、復調は不可

能であるため、全ての符号長における符号の稲類数の和の逆数がPcc，と考えて良
いo

　表2の特殊系列、プリファードG系列、Gライク系列及びK系列（大セット）か
らは・表1の符号長に該当する種類数は、各々数十～数千であり、また、表2に示

されていない拡散符号の報告も多数あることから12H3】川、控え目に見積もって
｛「符号の種類数は103のオーダーである。

　次に、FH方式の場合を検討する。FH方式でよく使用される拡散符号系列とし

て、リードソロモン系列がある。この系列の性質を表3n】に示す。周期が与えら
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れた場合の系列の種類数は、DS方式で良く使用されるプリファー・ドG系列の値に

極めて近く、また、今後は他の系列の使用15】も十分に考えられることから、符号

の種類数はD　S方式の場合と同等（103）と考えて良い。

　D　S／F　H方式は、D　S方式とFH方式の混合方式であるから、符号の選択はよ

り自由度を増し、D　S方式又はF　II方式の種類数を下回ることはない。

　したがって、Pcc1を、

Pcc1～1，0囎3 （5）

とする。

　次にPcc2にっいて検討する。SS無線LANシステムでは、拡散符号速度を規
定しないため、どのような値でも取り得るが、実際には、情報信号速度は、

　｛100k，　200k，　400k，　800k　（bps）｝，
　・｛64k，128k，256k，512k（bp　s）｝又は
　｛96k。　192k，　384k，　768k　（bps）｝
の系列から選択される場合が半数程度で、残りの半数程度はこれ以外の速度が選択

され、拡散符号長に応じて拡散符号速度が決定されると考えられる。また、受信装

置の相関器に与えられる拡散符号の速度は、受信信号に応じて同期化される場合が

多く、多少の速度のずれは誤接続確率の低減に寄与しないと考えた方が良い。した

がって、Pcc2を、上記の信号速度の12種類の倍の逆数として、，

Pcc2～1／（12×2）＝＝4×10－2 1（6）

とする。

　次に、Pcmにっいて検討する。情報信号の変復調方式として、拡散変調方式ごと

に何種類の方式が出現するかを予測することは、システムの出現数にも関連するた

め極めて困難であるが、数種類～数十種類であろうと考えられるので、中間的な値

として10を採用する。しだがって、Pcmを、

Pc皿～10－1 （7）

とする。

　最後にPcfにっいて検討する。S　S無線LANシステムの中心周波数は特に規定
されないので、いかような値でも取り得る。また、中心周波数が情報信号速度程度

離れたシステムからの信号は正しく復調できない。したがって、中心周波数の違い

が誤照合確率の低減に役立っことになる。復調が不可能なチャンネル数Nchは、

Nch～｛（Bl－B2）／Rd｝一1
　B急：利用周波数帯幅〔Hz］

　B2：占有周波数帯幅〔Hz〕

　Rd：情報信号速度［bps］

（8）

で与えられる。実際にはBlは26MH　z程度と想定される。B，及びRdはシス
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テムごとに異なるが、、B2の平均値は10MH　z程度、Rdの平均値は128k
b　p　s程度と想定されるので、平均的なNchとしては100程度であろうと考えら

れる。したがって、Pcfを、

Pcf～10－2 （9）

とする。

　式（4），（5）。（6），（7）及び（9）を式（3）に代入して、Pcを求
めると、

Pc＝0．33×10齢3×4×10－2×10鞠1×10q2
　　＝＝1．3×10－8

（10）

を得る。この値は、I　Dコードを25ビットとした場合の、全種類の逆数の値、

1／22～～3×10－8 （11）

　と同等の値である。したがって、S　S無線LANシステムの場合、I　Dコードをシ

ステムの設置時点に設定したとしても、小電カコードレス電話システムと同等の誤照

合対策が実現できることになる。

1．3　まとめ
（1）　誤接続確率Peは、誤起動確率Pedと誤照合確率Pecの積で与えられる。
（2）　誤起動確率Pedは、スペクトラム拡散方式以外の場合に比べて、1／10～1／50が得ら

　　れる。

（3）　誤照合確率Pecは、雑音等による誤起動の場合は、スペクトラム拡散方式以外の場

　　合に等しく、隣接する他のシスデムによる誤起動の場合は、システム間のパラメータ

　　の違いにより、10一臼のオーダーの値が得られる。この値は、小電カコードレス電話

　　システムに使用されている25ビットのI　Dコード長の全種類数と同等である。
（4）　したがって、S　S無線L　ANシステムのI　Dコードをシステムの設置時点に設定す

　　ることに起因して、I　Dコードが異機種問で偶然に一致したとしても、異機種間のシ

　　ステムパラメータの違いにより、小電力コードレス電話システムと同等の誤課金、誤

　　接続対策が計れる。

参考文献

［1］河野1”スペクトラム拡散技術の基礎と応用　第2章　拡散符号”，㈱トリケップ

　　　ス，1987
［2］末広；IEICE技報，SS88－1，1988

［3］松藤，今村l　IEICE技報，SSTA90－34，1990

〔4］棚田言IEICE技報，SSTA90－11，1990

［5］佐々木，丸林l　IEICE技報，SSTA90－10，1990
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参考資料1－8

　　　　電気通信回線設備へ接続する場合の同一構内における中継に関する検討

1　結論

　　S　S無線L　ANシステムの無線機を、電波を使用した端末設備として認定を受けるた

めには、構内での使用に限定される必要があるという観点から、中継動作に制限を与え

　るような技術的条件を検討したが、確実な制限を行い得る規定は困難である。

　　しかしながら、S　S無線L　ANシステムのサービスエリアは、情報信号速度が256
　k　b　p　sの場合で半径30m程度を想定しているため、長距離の中継動作には多くの中

継器が必要なこと、及び、サービスエリアが拡大するほどI　SM装置からの予期し得な

い強大な干渉を受ける危険性が増大することから、中継により構内の概念を越えるサー

　ビスエリアを実現することはほとんど不可能である。一方で、構内における信頼度の高

い通信を実現するためには中継動作が不可欠である。

　以上の点から、中継動作に制限を与えるような技術的条件は規定しないことが望まし
いo

2　中継動作に制限を与える技術的条件の規定
　　次の理由により、確実な制限を行い得る規定は困難である。

（1）　ハードウエアのみを対象とした規定による制限は不可能である。

（2）　ソフトウエアも規定する必要があるが、無線機に内蔵される制御用のソフトウエア

　　以外に、無線機に接続されるパソコン等の機器で使用するドライバソフト及びアプリ

　　ケーションソフトにも規定が必要である。

3　サービスエリア
　　SS無線LANシステムのサービスエリアは、I　SM装置からの干渉も考慮して、情

報信号の伝送速度が256k　b　p　sの場合で半径30mを想定している。伝送速度の下
　限は特に規定していないが、電気通信回線に接続しようとする無線機の所要伝送速度の

下限は32kb　p　s程度と考えられる。この場合、自由空問伝搬を仮定したサービスエ

　リアは、伝搬損失が9d　B大きい場合に相当し・87mとなる。
　　実際には、障害物等の影響も加わり、長距離の中継には多くの中継器が必要である。

4　1SM装置からの干渉
　　調査結果によると、電子レンジの平均的な不要輻射電力は200mW～1Wであり、
　医療用ハイパーサーミア装置の場合は、これ以上と推定される。いずれの装皿も、多数

稼働しており、I　S　Mバンドで通信を行う場合は、これらの装置からの干渉を甘受する

　必要がある。したがって、構内を越えてS　S無線L　ANシステムを運用することは、シ

　ステムの信頼性確保の面で大きな困難があり、実現はほとんど不可能である。

5　中継動作の必要性

　　次のような構内での使用条件の場合に、無線による中継が可能であることが望ましい。

（1）　見通し外伝搬であり、伝搬損失が極めて大きい場合

（2）　無線によるブリッジ、ルータ等を構築したい場合

（3）　I　SM装置からの干渉のため、所要のサービスエリアが得られない場合
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考資料1－9

　　　　　中速無線L　A　Nシステムの無線局の自動識別装置の信号構成等

　　　　　　　　　　　　　（呼出名称記憶装置）

1　信号の構成

ビット同期信号 フレーム同期信号 呼出信号

→　　24ビット以上　　← →31ビット　← →　63ビット　　←

2　信号の符号形式

　　無線LA　Nシステムに利用される符号形式と同一とする。

3　ビット同期信号

　　r1』とr　O』が交互に並んだ24ビット以上の符号からなること。

4　フレーム同期信号

　　31ビットM系列符号とし、次のとおりとすること。

　　『0001101110101000010010110011111』’
5
　
呼
出
信
号

　　呼出信号は、呼出名称及び誤り訂正符号からなり、次の構成とする。

　　呼出信号は、　r　a62a61a6。a5g　a58a57a56a55a54a53a52a5置a5。a4g　a“

　a47a46a45a“a43a42a4la40a3ga38a37a36a35a34a33a32a3竃a30a29
　a29a27a26a25a24a23a22a21a2・algal8al7al6alsal4al3al2alla曹、O
　ag　a8’a7a6as　a4a3a2a　l，aO』であること。
　　だだし、a62からa。までは、次に掲げる位数が2の有限体上の多項式の第62次か

　ら第0次までの項の係数とする。

　　　　　　　　50
　　　　Xl2・（Σbl　Xl）＋R（X）

　　　　　　　　1－0

　　ただし、b　oからb47までは12桁の数字で表される識別符号を次の表により2進数

　に変換したときの1桁から48桁までの各桁の数とし、b48からb5。までは0とする。

　　また、R（X）は、

　　　　　　　　50
　　　　×12・（ΣbiXl）を（X童2＋Xlo＋X8＋X5＋X4＋X3＋1）

　　　　　　　　1冒0

　で除したときの剰余多項式とする。

呼出名称の数字 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

2進数 0011 0100 0101 0110 0111 1000 1000 1001 1011 1100
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参考資料2－2

送僧スペクトラム及び所要周波数帯域幅

　1．送信スペクトラム

　（1）占右周波数帯域幅の理論値

　スベクトラムの利川効率を最大限利川するために、股大変訓偏移（中心周波数より）・卜／一4．75M

II　zの4値FS　K変調で20MII　zのキャリア問隔を考える。このスペクトラム特性を理論的に解析した

結果を表1にしめす。また、4KIIz当たりのスペクトラム強度をdbc単位で表したものを図1にしめ

す。結果は表1から99％の占有周波数帯域幅としては8．438x2＝16．876MH　zである。
　（2）占有周波数帯域幅の測定値

　上記（1）と同様の条件で疑似ランダム信号で変調した送信スペクトラム波形を図2に示す。これは、

10k　H　zの分解能周波数帯域、MAX　HOLD、50MH　z掃引幅で測定されており16。75034M
ll　zの占有周波数帯域幅となっている。これは上記（1）の理論値と良く一致している。

　2．周波数再利用法

　上下10MII　zのインターリーブチャネルの漏洩電力は比較的高いのでマイクロセル間で隣接チャネル

を使用する時は、干渉を避けることが必要である。よって、理想的な4セル繰り返しのセル配置ではお互

いのセル問では20MII　z以上の離調周波数を利川することになる。この4セル繰り返しのセル配置が可

能な時は、マイクロセルが理想的な配置であり、かつ円形のサービスエリアである場合のみである。利用

者の環境は部屋の内壁とか家具等により大幅に異なるため、マイクロセルは形がそれぞれに異なることに

なる。このように現実的な利川者の環境の下でイ言頼性がありかつ・利川者のサービスエリアを十分カバー

できるように十分な重なりをもったサービスエリアを構成するには、4セル繰り返し以上のチャネルが必

要になる。現実的には、7セル繰り返しのセル配置が必要になる。

　3．所要周波数帯域幅
　上記考察により、7セル繰り返しのセル配置を実現するには、77M　II　zの周波数帯幅が必要になる

（図3参照）。また、このほかに、興なる無線L　A　Nとの調整用に2ないし3チャネルの予備を確保して

おくのが望ましい。以上から所要周波数帯域幅としては、100MHz程度となる。
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図2　占有周波数帯域幅の測定例

　　S10P
18。85GHz

一樋甑麓翻一・
　　　　　　　　　1　　2　　3　　4　　5　　6　　7　　　チャネル数

　　　　　　　所要周波数帯幅＝6×10MHz＋2×8．5MHz＝77MHz

図3、チャネル配置
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参考資料2－3

準ミリ波帯無線LANシステムの周波数検討の一例

30／20G　H　z衛星通信方式と無線LANとの干渉についての検討

1．無線周波数配置（単位朋z）

α3－3 CS－3　　無糸泉LAN
ダウ刀ノク中継祷

N。STAR

ダウ刀ンク中継器 ●
●

ヒーコノ

f10
’

iii 20G固定マイク

19245 1942519450　　19525 19600

一i80
19485　　　　19565

衛星地球局L　N　A増幅帯域幅（1了500～2000㎝Hz）

2．地球局ビーコン受信器への影響

　ピーコン受信器の3db帯域幅は約±350kHzであり、フィルタによるIRFが無線し州の
キャリアに対して十分見込まれるので影響ないものと思われる。

3　地球局の低雑音増幅器（LNA）への影響
　　地球局のしNA増幅帯域幅はおよそ1了500～20000MHzであり、無線LANの周波数も
　増幅董1囲となる。

　　街呈の受信レベルに対して、無線しANシステムから大きいレベルがLNAに入力し
た爆合には、しNAが飽和状態になり、l　Mが発生し、受信系に影響を与える恐れがあ
　る。
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20G　H　z固定マイクロ方式と無線L　A　Nとの干渉についての検討

1．薫線周波数配置（単位MHz）

　　　　　　　無線しAN

　CS－3
　ピーコン 20G固定マイクロ

19450　　　　．・19525 19600 19了60 19920

i←一→i
80

19485　　　　19565

2．無線しANと20G固定マイクロの調整距離

lll20G固定マイクoの許容干渉量
　　　無線LANに対して　一106dBm

l21　調整窪巨藷窪

　　　算出式：Pもし、N＋G監いN－L，（1）＋G。20G－Dr200（θ）

　　　　　　　一LgZOG－IRF＜一106dBm

　　　　　　　　P篭し＾N＝13dBm　　　　　Gr20G〒50．6dB
　　　　　　　　G“＾閥＝10dB　　　　　しg20G＝了．3dB
　　　　　　　　し，（1）＝2010g（4π1／λ）
　　　　　　　　D，～oG（0。）＝OdB　　IRF＝26．了dB（△f＝195MHzfし＾闘＝19565MHz）
　　　　　　　　D．zoc（3。）＝・30dB　　IRF＝・4了．8d8（△f＝2了5MHzfし＾H昌19485MHz）

　　　　　　　　D．zOG（30。）＝45dB

調整距離計算結果　（Nは無線しANのチャネル数）

離角
（θ）

D「z。G（θ）

調整距離（km）

△伺95MHz △f＝2了5MHz

N＝1 N＝10 N＝1 N＝10
0。 OdB 22．4 了0．8 2．0 6．2

35 30dB 0．了 2．2 0．06 0．2
30。 45dB 0．1 0．4 0．01 0．04
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参考資料2－4
無線LANと20GHz固定マイ夘との調整距離

（1）無線LAN出力：20mW

ハ
ε
謎
躍
測
麗

105

103

10

10。1

△f＝195MHz（n＝10）

△f＝195MHz（n31）

△f＝275MHz（n＝10）

△f＝275MHz（n＝1）

0 20　　　　40　　　　50　　　　60 70 80

離角（度）

（2）無線LAN出力．80mW

106

（　　　104

ε
謎
躍
翻
麗　　102

1

v鯨

　　　　㌦幅㌦㌦晒．＿
晒嚇軌㌦、

㌦・△f＝195MHz（n昌10）

　　△f＝195MHz（n＝蓋）

　　△f＝275MHz（n＝10）
　　△f＝275MHz（n＝1）
、

0 20　　　　40　　　　50　　　　60 70　　　80

離角（度）
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（3）無線LAN出力：300mW

ハε
謎
紐
鯛
麗

　610

　510

　410

　310

　210

10

　1

1’㌦一．㌦鵬鴨塙．．

ミ

ミ △f＝195MHz（n＝10）

△f＝195MHz（n＝1）

△f＝275MHz（n＝10）

△f＝275MHz（n＝1）

0 20 40　　　50　　　60

　　離角（度）

70 80

100，000

ε1，000
謎
躍
埋
麗

　　　10

0．1

（4）チルト角付き6セクタァンテナを用いた無線LAN（出力20mW）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伝搬損失に以下の要素を追加。

離調周波数＝195MHz（n＝10）

195MHz（n＝1）

75Mllz（n＝10）

75Mlレ（n＝

（ア）チルト角付きにより水平方向利得低下：

　　　　　　　　　　　　　5d　B

（イ）6セクターアンテナ構成に分敵：

　　　　　　　　　　　　　葦／6＝7．8dB

（ウ）TDDデューティ比：50％＝3dB

（エ）ガラス窓の損失：5，4dB

（オ）ビル外壁のガラス窓占有比：

　　　　　　　　　　　　50％＝3dB

0 20 　40

離角（度）

60 80
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無線LANとKa帯衛星通信システムとの調整距離

　　　（1〉無線LAN出力：20mW

　　　6io

参考資料2－5

10
5

4
（　　10

5
謎　103

躍
翻　　2

聡　10

10

n司0

n＝1

　　L　NA入カレベル

　　ー80．8dBm
（1キャリアドライブポイント）

0 20

（2）無線LAN出力

　6
監0

　　　　　　　　

離角　　（度）

：80mW

80　　 100　　 120

パ5
糧
認
渕
麗

10

10

10

10

5

4

3

2

n＝10

n＝1

0 え　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　ユ　　

　　離角　（度）

（3）無線LAN出力1300mW

　7
10

10
6

（　　　5
Ei　10
）
齪　　4

認　10
測
麗　　3
　　10

102

踊＝10

“認1

0 20　40　60　80　100　120
　　離角　（度）
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（4）チルト角付き6セクタァンテナを用いた無線LAN（出力20mW）

10，00，000

ハε100，000
継
躍
棚
麗

　　1，000

10 n雷1

n冒10

0 20 40　　　60
　離角（度）

80 100 120

　伝搬損失に以下の要素を追加。

（ア）チルト角付きにより水平方向利得低下：

　　　　　　　　　　　　5d　B

（イ）6セクターアンテナ構成に分散：

　　　　　　　　　　　　1／6＝＝7．8dB

（ウ）TDDデューティ比：50％ニ3dB

（エ）ガラス窓の損失：5．4dB

（オ）ビル外壁のガラス窓占有比：

　　　　　　　　　　　50％＝3dB
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参考資料2－6

無線L　A　Nシステムに適した受信感度の測定法

　　無線LANシステムではメッセージデータは分割され宛先、誤り検出情報等の情報を付加したパケッ

トとして送出される。無線回線の品質劣化により生じた誤りは上記の譲り検出情報により検出され、バケ

ット誤りと判断され再送処理が行なわれる。パケット誤りの増加はシステムのスルーブット能力の低下を

引き起こす。パケットの侵さと誤り検出情轍の構成は佃々の無線LANシステムにより最適化されるもの

との考えで本無線LANシステムでは一般化を行なわないことになっている、しかしこのパケット誤り率

を測定することでこのシステムの受信機感度特性を客観的にシステム評価することが出来る。通常スルー

ブット能力の低下の評価基準はL　A　Nでは5％租度を目安とされている。感度測定の精度は繰り返し観測

されるパケット数によるが測定時問の兼令から5、000回を規定とした。　（注1）

　このような受信感度測定の考え方が既に無線呼び出し受信機で取り入れられている。　（20％誤り率）

注1）約300バイトのメッセージのパケットを5、000回送出すると測定時問はスループット3M

bpsの無線L〈Nでは　300バイトx8bhx5、000回／3Mbps＝4秒となる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考資料2－7

　　　　　高速無線L　A　Nシステムの無線局の自動識別装置の信号構成等

　　　　　　　　　　　　　　（送信装置識別装置）

1　信号の構成

ビット同期信号 フレーム同期信号 識別信号

→　100ビット以上　← →31ビット　← →　63ビット　　←

2　信号の符号形式

　無線L　A　Nシステムに利用される符号形式と同一とする。

3　ビット同期信号

　　r1』と『0』が交互に並んだ100ビット以上の符号からなること。

4　フレーム同期信号

　　31ビットM系列符号とし、次のとおりとすること。

　　rO　O　O1101110101000010010110011111』
5　識別信号

　識別信号は、製造者識別番号、送信装置製造番号等及び誤り訂正符号からなり、次の

構成とする。

　識別信号は、　『a62a61a6。a5g　a58a57a56a55a54a53a52a5虚a5。a4g　a48

　a47a46a45a44a43a42a41a40a39a38a37a36a35a34a33a32a3la30a29

　a29a27a26a25a24a23a22a2la20algaI8a17a置6al5al4al3a22aHalO
　ag　a鱒a7ali　a5a4aコa2aI　a6』であること。
　だだし、a62からa。までは、次に掲げる位数が2の有限体上の多項式の第62次か

　ら第0次までの項の係数とする。

　　　　　　　50
　　　XI2・（Σbi　xi）’十R（X）

　　　　　　　1亀0

　ただし、b。からb47までは16進12桁の数字で表される識別符号を次の表により

　2進数に変換したときの1桁から48桁までの各桁の数とし、b48からb5。までは0と

する。

　また、R（X）は、

　　　　　　　50
　　　Xl2・（Σb監Xi）を（XI2＋XIo＋X8＋X5＋X4＋X3＋1）
　　　　　　　1馬0

で除したときの剰余多項式とする。

識別符号の数字 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
2進数 0000 0001 0010 0011 0100 0101 0110 0111 1000 1001

識別符号の数字 A B C D E F
2進数 1010 1011 1100 1101 1110 1111
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　　　　　イーサネット・アドレス（MAC

1　　1　　　　　　　　22

I　D）の構成

24 （ビット）

I　G U　L 製造者識別子 製造者内固有識別子

注1：全体は、48ビットで構成。　（16進数を利用）

　2：ビット構成の内容

　　　・I　G（個別／グループ・アドレス）：1ビット

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（0＝個別、1＝グループ）

　　　・UL（ユニバーサル／ローカル・アドレス）：1ビット

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（0；ユニバーサル、1＝ローカル）

　　　・製造者識別子（メーカ別識別）：22ビット

　　　・製造者内固有識別子（製造番号等）：24ビット

　3：上位24ビットは、I　E　E　Eの管理

　　（MA　C：Media　Access　Controlの略）
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1992年電子情報通信学会春季大会併催セミナーr次世代L　AN撚1』　別刷
参考資料2－8

無線LAN
Techno！ogies

一システム化技術一
for　Wireless　LAN

小林 浩

HiroshiKobayashi

　　　　　　　　　　　　株式会社　東芝　通信技術研究所

C・mmunicati・nSysしe皿sandTechnol・gyLaboraしory，TOSIIIBACorpomしion

あらまし　IE…ε302．コ10Mb／s　CSMA／CDとの互換性並びにマルチベング化を目捲した㍊繰
しANシステムの観究誹1発が（縫D司該システム開発センターを中心に進められ，ている●実現に当たっ

ては、マルチパスに慌巌される欽多くの技術裸題があり、またこれらを鰐訣するための技街も多岐に

わたっている9今俄、実鞍檎証を通してシステムの全容を明らかにしていく予定にある●本隅は、脅

後の掌会活動への課題提起に供することを目的に、内外の研究O距発動向をεaまえながら無線LANに

対する要求条件、解濠しなければならない技術課題とその対齋技術についてまとめたものである。

■　　まえ力誓き

　バーソナルコミ轟昌ケーシ8ンの実現を目指し、移動通

曙O開発と気晴化が急ビッチで進められている。この動き

絵3ンピ昌一タ廼f言にとっても郵1外ではないo世界に先駆

けて69年塞2月ゐbらわが国で運i用婚‘曇白まった無驚泉パケッ

ト通1露’サービス‘二、　9600b！5と三悪度は‘廷いながらも

公衆嬬系における無繊パソ＝ン蓮信として、当切は9動阪

亮搬POSシステムで葦桐が轟きまり・射難企戴幹部・宮

災7ン、保守修理要員などの利用へと忙大していくものと

薬i巻されている【1】3

　一方、いわゆる箭綿LANと祢されている構内系にっい

て1二、米国FCCが87年にISM’‘ンド（i“d“監rh』
5、i2轟監ific監・gdk・監ba鳴d：90～一92＆』1”z，～・4！5・7G”；）

てのスペク　トラム拡散方…くによるデークf三送【21｛、2M　b

／3》を認めてから、ベンチャビジネスを中心に多くの裂品

纏競されるようになってきた団・また珊皮利用上の制

約はあるものの彊ミリ渋帯で巳OMb！5の高スルーブッ

トを冥現するものも販亮剖tている団・なお・諭庚利用
上‘つ轡障裂を衰けない簡便な方崖として舜覧外限を利π1したも

りつもあるが、使い脚手（任道導度、駈1司性・俸搬矩離》か

ら翔途縁躍定さ鷹たものになろうo

　こうした動きに呼応して1εE鎚02LA81る馬1、、塁‘捺藁肛化婁口

会で絵致年荊から無機化の検討を行ってきたが、FCCが
斑き実害1誉…に稀墨9勺に理1り舗1む姿勢を…ξ1糊したことカ・ら一，乍

羅來周委員金内に那凹のWGl毘εεδOZ．“1が畿置され・活

勤を出慰化した【5】，しかしながら、こ札までの無線シス

テムか構成方濯…としA．賛の誓蒜5ス方だ…とのすり台’）ぜが1歩ら

ず、またFCCでの電岐割岩の穀航も旧僕って、0A、F
真などの絹達別要求灸伴の設定作業に注力しており、呉体

的8縄発は予定より大樋に遅れているg

　一方、わが国では昨年5月（財》竃該システム開難センク

ー（RCR）に無腺LANシステム1踊発部会が設けられ無

線しANシステムの民閣規恪の研窺側発に四芋したo改い
で郵政畜司気週信技術籍騒金でも周娘故利用に当たっての

技術的条件の毬餓そ開始し、更に電俗電猛技術釜員会（τ

TC）にて上位プロトコルに照惚した検討を始めるなど，、

無線LANの実現に同けて．惣．遮砿展開を見せているg

　…見在．1εεε80Z．3　且OトIb／s　CSMA／CD（Clrrier

se幡e口““i叫●acce5s暫置星h；ollisio随dc竃就亀ioの方式

〔6】に代豪される国隙傑期LANとの亙換性蔵保を目指し

た傭線LANシステムと．スペクトラム髭：散（SS；3，read

sp6dr鴨，方式の適用を想。定した256K　b！5程度までの

国際標猷との互換性を．意．舘夏しない藷腺LANシステム｛以

下．催逼S　S綴線しA　Nと呼ぷ）が検討され’ている●更に．

前者には周被故鱒性の迩いにともなう適用技術の橿遠やら

2．4GHz帯lSMパンドにて分歓方…ミにより実現しよ
うとするものと、鄭い’波帯にて鐵中方式により翼裂しよ

うとするものなどがあり．㍗ルチベング化を目指して研究
『多闘50カ‘活発に進説》ら4’してし、るoまノこ、借1返SS鍛ξ1寒し八｝δ

は米国と倒臓にiSMバンドでの災現を；思定しており、し

たカfって上述の分散方式の無線しA卜iシステムと周綬欲共

月1を『テうことになるo

　＊縞は今俄の学余活動への傑題拠起に儀する・二とを塾範

とすろ　もので、　暫εEε802．“‘こおける様鱈那‘ヒ活’亜うを23三えっ

っ国際雛鱗しAト1との互換性を目指した無線し汽卜3システ

ムに対する要求条‘牛、鰐凍すべき1支…儲傑題とその対1竃技篠i

について牌挽するo
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2無線LANへの要求条件
Z．1国際櫨邸LANとの互換性とマルチペンダ性

　岩面の研究開発対象としてわが国においても広く利用さ

れている1εεε802，3慌準の10Mb／5　CSMA／CDを
取り上げ、同膿準の基本をなす10BASε5との互操性
の硫保と無線LANシステムとしてのマルチベング性の確

保を図ることになっている。

　図玉は10BASε5のレイヤ構造と無線LANシステ
ムとの関‘系を示すもので，AU　l（aUach口em　un“IMer－

facのにて互換性を確保すれば．既存のLANユーザヘの彰

響を最も少なくすることができ、ひいては無線LANに対

するより大きな箭要を喚起することになる。一方、7ルチ

ベンクー性は、CAl（coロロonairinしerface）を襟準規托1‘ヒ

することを意味し、これによって異なるペングからの製品

であっても相互接続が司能になるo

リア＝BSA（ba3icservicearea》、i麦者を5｝昌己システムo

DSM（di5しributin‘sy5しe凝画odule》と呼ぶ（図2）塾

z．4通信形態

　OS　A内の通信形悪には、7クセス制密系並びに緒報儀
送系の構成方法から、図3に承すように三つの形態が考え
られる●π多態監はアクセス抑1御系及び奮雌馨…丑f云送系とも：こ分

散方式で行おうとするもので、形態2は両誓とも築中方試

で、更に形態3は7クセス制御系は渠中方式で、晴報儀送
系は分舷方式で行声うとするものである。簗匡に示すよう

に各方式には各々一長一題があり、前述の1εE躰02．Uでも

現在なお級論が分かれているところである。なお、形悪1

は、その形態的梼徴から以後輔対等分散方式”と呼ぶこと

とする。名方式を実現する上での技術課題とその解次藁に

っいては、次擢にて詳述する。

2。2AU　I按続条件

　1εεε802，1臥での開鼻目標〔51を参考に．マルチパスなど辿

物内での瓢諏化にともなう劣．悪．な億送斑填を考感．したAU

【におけるインクフ晶一ス条件（目様伍）を以下に示す。

“》インタフ呂一ス規定点．

｛2》情馨a優送速度

（3｝コネクシ■ン形，態

｛Ω量大システム遅延時間

（5》ビ7卜誤り1郭

　　または・　7ドレス情報

　　　　　　ユーザ情報

●（5》パケット廃棄準1

　　ただし5且20cヒ．
《7》衝突検出見逃し‘郭

〔a）スループット

　　ただし短パケット＝

。（91通信不能串

AU　l
10Mb15
コネクションレス

49．9μ5e　c以下
1x100“以下

3x10噂以下
1x10一●以下
4X　l　O。，以下

鞠㌔畢
PNA

舘線モrジュロ’レ　　　　　　　　無鳳モジ』L“ル

　　　　同1占ケープノレ
PMA

　　　　　　　　　　　　換算パケットにて

　　　　　　　　　　　　　4x監04以下

　　　　　　　　　　　　　10BASε5に対し60％以上

　　　　　　　　　　　長パケ・7卜魯832にで

　　　　　　　　　　　　　0．臥％以下／臼一ピ鴛リ7・日】

軟IEεε802．“の目標値と同じ

図互　無線LANシステムのレイヤ構造』

DSM

　　i、ゼ’
”’●プリ7ジi

明、プ…
己欝哩1ぴi

　（Ω～《心は1εεε802．3との互換性を維梼するために最小

限守らなければならない項目であり、残りの項目は無線化

にともない多少の性能劣化はやむを得ないものの、1これま

で有線系のLANに慣れ親しんできたユーザに明かな性能

劣化を．感しさせない許容昭界として目漂設定したものであ

るo同時に、無効（例えば繊りを生じた）パケットの円送

にともなうトラヒックの増加、換言すれば実効スループッ

トの催下を崇さない性能目襟でもある。．

2．3サービスエリ7と分配システム

　儀線LAN開発郡会での7ンケート調董の結果、サービ

スエリ7を20mないし50mとする回答が過半数を越え
たこと、現在のLANユーザの70％が400m2程度以
内に分布していること、また建物内における高連デーク通

信の技術的困鑑さから20m程度を目雛としているoこれ

より広い範囲で利用したいユーザに対しては、荷線系のし

ANにて相互接続することになる。而者を基本サービスエ

図2　無標LANシステムの構成

（a）形。態1

　　対等分散方式

（b）死多．態2

　　渠中方式

（c）形．態3

　　ハイブリッド方式

ロ4塙Rコ　　＼！
　　　1｛ユ

［コ4　1｛コ
　　＼！
　　　噛　　　　　　　　　1
　　　　　　　渠中局

ロ4、，攣．・Rコ

　　　究　’噌劃ζコ系
　　　　ヨ　な
　　　1｛コ渠輔蝸

図3　無線しANシステムの通信形悠
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崇1　無線LANの各種洒信形．態の比較

1形馴渕砺肪弐 形態23梨中方式 形愚3＝ハィブリγド方弐

機　　　要 制御／1僻a系とも鵡末固士が虹
接適信。

制唇一／1’1組系とも鍛中局を介し
て通信。 禦踊集齪羅灘蒼；欄

導　人形態 対向する2台の無織モジ轟一ル
を闘人すればよく、システム規
模と導入コストが比倒．

2台のみの対向通借であっても
集中局の購人が必要。

2台のうの対1司通‘菖で勇ゲζも
樂中制御局の馴人が必要。

システム信頼住 梨中局がないためシステム童体
がグワンすることがない。

菓中局に随嘗力魂生すると全端
末が通信不能に陥る。

集中制聾彊局に蔭曾が発生すると
全鵡末が通‘君不能に繭る。

7■クセス制御 有線LANと同様に衝突検出な
どの7クセス制毬粥と能を釜端家
がもつ必要あり。

樂中局が1辮盤になる。脊糠LA
Nとアクセス制卸が異なるため
各端末に終端機能が必要。

桀中制獅局が捜雑になる，盲線
LA卜’とγクセス制御が異なる
ため端末に終鵡機能が必要。

所要・帯域幡 10Mb！sを伝送できる帯域．
があればよい。

10Mb／sx2の帯域が必要．
アクセス制勘の工夫によっては
LOMb／sl呈壌の帯域でも可．

LOMb／s陛度を伝送できる
帯域があればよい。

スルーブット 有一線しAN（10BASε5）
とほぼ同し。

7クセス制御の工夫によっては
有線LANよりβ1上で．色る。

アクセス制醐の工夫によっては
有楓LANより同上できる。

サービスエリア　　端末匿1士が直接通信するため形
　　　　　　　　，態2より面積はLハに快くなる，

菓中局を介して通信するため形
態皇より面｛4で4倍広くなる。

焼報系が端來周士凹接通‘醤する
ため面段は形．感1と岡じ。

工　卒　性 1特殊工事が不嬰で、テンナトビ

ルなどへも適用し易い。
禁中局を天井に収り付ける特殊
工事が必要、保守作業も厄介。

築中制卸局取り付けの待殊工
事要・、保守作梨も厄介。

端　末　登　躁　一や『線しA卜」と『司様に登5景不…慶、

　　　　　　　ただし隠れ端末閻題が内在。
利用に際し予め桀中局に登録要
LANの思、想に反する◎

利用に際し子』ウ桀中簿1醤墾局に盆
録要、LANの思．想．に反する。

2．5サイズ及び消致竃力

　無線LANが目指すスルーブット特性並びに無線化にと

もなう司搬性から、無線LANの適用対鎮の多くは可搬型

のバソフンとなろうo従って無線そジ昌一ルの大きさは自

ずと制約を受：けることになるo

　また、無線化によってLANケーブルから解放される代
俄に無叢泉モジ昌一’レ用に電凹翼コードカ‘・必・要になっては翻毛左寒

化の効用が半減することになる。換書すれば可知型コンピ

ュークから供給される電力（最大500mW穆度）で無線
モジ轟一ルが動作できることが英現に当たってのポイント

となるo例えば、アンテナ利褐が同じ場合、周岐数が10
倍濯1くなれば送信箕…力は100倍必…喫になるなど、儀消致

電力化は実現方式に大きく依停することになる。

3　システム化技術
　無線LAN実覗に当たうて解決しなければならない裸題

は多く、またこれらを解決するための技術も多岐にわたっ

ているo当然のことながら適用技術が複雑溜度になるほど

奎ミ置コストは高くなる。どのような技術を組み含わせるか

力置研i死開亮におけるブくきな俣1心ミ『∫であるが、RCRを中’O・

とする観究開発では、まだその解決の糸口は掴めていない

のが実情であるgここでは三要な対策技術について、対等

分散方式と桀中方式の特徴を踏まえながら艀鋭する。

3．1マルチパス対策技術

　荊述したように建物内で竃波を放射すると、壁や天井な

どで繊雑な反射を来す。これをマルチパスと呼び、敵接該

と反射波の干渉によって信号レペルが激しく変動する周絵

数選，択性フ』一ジングと、直接披と反射波の伝搬遅延時鵠

差による復調系での符号闇干渉を生じるo

　図41a》～くclは、シールドビル内にて放射7ンテナから

各々10π、．20m．40m離れた．点で観≠則された2。’“’

Hz帯での信号レベルの典型『倒（送受信ともλ／4モ！誤・一・

ル・アンテナを使用）を示すもので、何れも直接波と同穆

度のレベルの干渉波による周波該選択性フ呂一ジングを生

じ、30d　B以上の落ち込みが起こり得ることが分かる5

　一方、図5は会織室（180m2）の測定で陽られた代．展
的な遅延ブロフ7イルを示すもので、大きな遅延広がり、

すなわち遅延分散をもち、ユOMb／5もの高逗データで
は室内見通し通19であうても符号間干渉に多大、な影響を与

えることが分かる【7】。周波数選択性フ晶一ジングおよび

遅延分散とも周孝皮数帯によらないのか‘萄徴である●

　このように劣，悪．な優送環境では自ずと優送壇度あるいけ

伝搬距離に陪界が出てくる。文献臼1．【5】から、MS　K変醤

を用いた場合、室内、見通しでの伝送運度の上限はE．25

M　b！5穆反（ビ7卜娯り串；斗0’，以下）と惟定される。

以下に述べる各硬対簾を施すことによって、その上限遥度

を高めることになるo

（1）ダイバシ・チ刻」塁終

　干渉し合う二っの被の位祖罷が豊80度で、振描も同じ

であれば二っの波は互いに打ち消し台い、信号レベルは零

になるoこれは周波数選択性フ昌一ジングの極端な例であ

るが、アンテナの位置を若干ずらす“／4波長程度）だサ

で、二つの該の位掘匿は慶わり大きな改普効果（εb／鐸0

にて且5dB程度）をもたらす●これを7ンテナ・グイバ
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シチ効果と書い、受信側に2本のアンテナを設け受信レペ

ルの商い方を選択するなど比較的低コストで誕現できるこ

とから、移動辺信などで広く使われているo本改醤効果に

より上述のMS　K変調の伝送通度の上隈を2倍程度高めら

れ、更にピ・γ卜誤．り串も一桁程度改暫、すなわち室内見通

しにて2．5Mb！5、娯り串乱0，5程度まで伝送すること

ができようo

　なお、6セククからなる送受信アンテナを備え、計36

通りのパスの中から最良のものを選択することによって・

監5Mb13まで伝送できる梁中方式の無線LANシステ
ムが既に米国などで実用に供されているが、これは7ンテ

ナ。グイパシチ効果を猛極的に利用した頸著な例と言えよ

う〔91。

　1司隊な効果は周波数を変えることによっても司能で、こ

れを周浪数グイパシチ効県という◎更に、オフィスなどて

は人が頻繁に移動するが、伝搬將性は人の勤きによっても

影響を受ける．すなわち・且回目の通信は不鯛に終わうて

も2回目は成功することもあるoこ．れは一睡の時間グィパ

シチと呼ぺるもので、碕間を慶えて複数回送信することに

よって通信品質の改善を図ることができる。

（2｝指向1生7ンテナ

　パラポラ・ナンテナなどを用い電波の放射方向を綬り込

むことによって不要な反射波の発生を防止でき、また受信

側でも不要岐の受信を防止できる。アンテナ利得を大きく

できるため、少ない送信司力でより長距離の伝送が司能と

なるが、パソコンのように司搬型の椴器への適用は難しく、

LAN問接統など、比較的距離の長い固定局問廼信に適し

ているo

（3）マルチ串ヤリ7伝送

　上述したように一つの串ヤリ7で伝送できる連度には隈

界があるため、且OMb！5の情報逼度（後述の誤り訂正符

号を付加すると同じスルーブットを得るには毛勿理伝送速度

を1．3～2倍高める必要がある》を複数の串ヤリ7にて並

列伝送することによ，て、串ヤリ7当たりの伝送運度を低

減できるoこれをマルチキャリア伝送と呼ぷが、同じ慣報

を複数のキャリアにて同時並列伝送すれば上述の周波数グ

イパシチ効果により、逆信品質を高めることもできるo亭

ヤリ7数が増えれば変復調器の数が増し、また出力段増幅

器での非練形性に起因した相互変調が問題となってくる●

前述した哨政電力、無線LANモジ轟一ルの大きさなどを
考慮すると、4串雫リ7程度までが現実的と言えよう。

く4》スペクトラム拡散技術

　スペクトラム拡散変調とは、QPSKなど通需の狭帯域
変翻の他に拡散変調を施すことによって鵜報を広帯域に砿

散させる方式である（図6）◎祷報の拡散にともなう周波

数グイパシテ効果により冗長性をもたせられるため・多少

の周液数選択性フ呂一ジングあるいは妨害波などに遭遇し

ても所要の伝送品寅を確保することができる。他に電力密

度が薩くなることなどから他へ妨箸を与えにくい、構報の

秘話・秘匿性に優れている、過負荷通話が司能などの特徴

があり、移動通侶を含めた播広い応用が各所で研究されて

いるnO】o
　拡散変調にはPN系列（拡散符号）を1亘接乗じる直接拡

散（DS：direcしseq嘘ence）方式と、送信雁h皮歓をPN系

列に応じて切り膜え（ホッブ）る悶被数串・’ビング（ドll

　freq鵬ncy　hoppi“3）方式．あるいはこれらを絶み台わ琶

た方式などがあるo基底帯域幅と拡散帯域？血との比である

拡散串を100以上に没定するのが一殻的でる。米国ドC
Cがl　SMパンドにてスペクトラム絃散変測を認めたこと

が契機となって、無線しANの1商品化が拒次ぐようになう

たことは前述の通りで．2Mb／sの堵報伝送速度をサポー
トする製品もある〔3】。

（5》耐マルチパス変調技術

　蒔1マルチパス変お周技術と‘よ、QPSKなどの訣帯2或変調

を行う陪｛にシンボル単位で中心周波数を変化させて周岐数

グイバシチ刻，渠を1且ったり（QPSK－VP：図7）　、RZ
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｛r飢urn　to　zero》信号を用いて遅延分散にともなう符号悶

干渉を抑圧したり（P　S　K－RZ）するものである。一般に、

所要周波数帯域幅が疾帯域慶調の2‘51呈度必要になるが、

室内見通しにて3M　b／5（ビット誤．り箪汁0噂以下）ま

で伝送可能とする実験報告がある〔1日．
（6》波」形等イヒ技IFi

　波形等‘ヒ技術とは、受信慣：1にて反射’皮のf三送路電毎ヒ註を1匡

定し、これをもとに生成した疑似反∫け波π葭分を受f言波から

除、去しようとするものである。例えば、プリアンブル信号

を利用した芋り定帰牽ヨ型等｛ヒ器では、まず勧”劉トレーニンク。

にてプリ7ンブル信号を反射波伝送路を近似する適応フィ

ルクに通し、受信信号に含まれる反射波成分の打ち潤し娯

差を最小にするように適応フィルクの係故を設定する。ト

レーニング後は、判定（復調）桔果を適応フィルクに通す

ことによって、刻々と変わる反射波の伝送路特性に逼従し

て打ち消し孟呉．至…を最，トにするよう；適応7イルクの‘系数を更

新し・ていく　（図8）。

　移動週信などでは伝送連度が低いためデジクル信号処理

技術が広く用いられているが02】．L　OMb！5もの面遮に

なるとCCDなどを用いた7ナログ信号処理技術の適∫“が

1曳実的となろうoなお、適応フィルクにて常時最適化が図

られるため、移勤体通信など伝送環境が刻々変化するもの

への辺用に向いているo

3．2誤り制御技術

3軽リアの韻り串がLO雪鼓以下てあ帽ご、残りの亭
ヤリアが通鱈不能に陥うても、すなわ5・亀←やリ7孚均の
瓢りど榔が量O一嘔卿こなってし．卸暫の娯リ‘i峰L。・“以

下（Z。2（51参照）に抑えることができる。

（3）多数回送出方1式

　多数回送出方式は時1謎1またけ圧破数グイ’‘シチ効梁そ利

用したもので、同し柵報を複歓回送出し豪屠引にて多数哉

判定または雛りのなかうた鵬報を選沢する方弐である。上

述のマルチキャリアによる同時並列伝送は多数回送出方弐

に旧当し、後述する対等分散方式における衝突検出あるい

は隠れ端末問題の解訣に効果的となうう，。

（a）　 QPSK綬閃 （b》　　QPSK－VP5ξ罰

　上述のような各種対策を施しても誤りなしに伝送するこ

とは困難であり、何らかの誤り制卸が必要になる。誤．り制

御には受信側からの応答信号の返送を前提とする再送方式

（ARQ：a“o鵬“c　rcpeaしreq“est》と、順方同伝送陥

だけで通信品質の改善を図ろうとする順方向鵬り訂正方式

とに大別され、更に後者は娯り訂正符号方式と多散回送出

方式とに分頬することができる。

（1）何送方式

　再送方式は前述の時間グイパシチ効梁を期荷したもので、

応箸信号の有無を一定時1田監視する必要があるためAU　l

接続性（2．2（⇔最大システム遅延時田Dに問題を生じ、甑

糠そジュールにて終端、すなわちブリ7ジ機能を各そジ昌

一ルに内蔵させる必要がある。集中方式に適した方式と営

えよう。

（2》娯り訂正符号方式

　誤り訂正符号方式は醗報に冗具ビットを付加し誤り検出

と訂正を行うもので、設計想定m以下の課りであれば受信

側で正しい惰報に復元することができる。しかしながら・

リードソロそンなどの複雑な符号方式では一般に復号処理

にユ00μ5ecオークーの0寺『田’を要しAUI修…も宅1生に：支1「鷹

を来すo周波数選択性フェージングの影響が大きい時は激

しいバースト誤，りを生じるのに対して、緩慢な時はビット

誤りを生じない（エラーフリー）など、室内無線伝搬に祷

育な誤り発生パクーンの特徴を賠まえた処理時悶の短い符

号方式の選択が必要である。

　図9は上述．のマルチ亭ヤリア伝送（亭ヤリァ数34）に

ついてパリティ検査符号とハミング符号からなる連接符号

（符号化串0．56）を適用した例を示すもので・任葱の

図7　QPSKとQPSK－VPの位檀変化

響回ε・　　　　　　　　　疑9反射a

囲
闘竃

憂慨信q

串ヤリア0

キ？リ7L

キャリ72

キャリア3

i　7イルジ　　、

．．．．画

図8　判定帰iヨ型等化器の原理

’

1ブ07ク
、

5ビ7トー乱5ピ7ト

ユ噌ザー佃報 ハ邑ング符号ビ7卜

ユーザー綱刷 ハミングπ号ピ7卜

ユーザー儲糧 ハミング冨号ビ，卜

バリティ＆査ピ7ト ハミング冴号ビ7ト

図9　マル・チ串？リア伝送における茎呉り訂正符号の例

3．37クセスρ1貧口技術

　基本サービスエリア（BSA）内に集中諾II御局を設ける

か否かによってアクセス制脚は大幅に畏なってくるo以下

に対尋分散方式と集中方式におけるアクセス訓釣方式にっ

いて述ぺる。

（1》対等分1敗方式におけるアクセス訓即

　CSM八／CD方式との互換性を目1旨した対等分散によ
る雛線LANでは、同アクセス方弐もしくは・二れに頬似し

た方「式の適用がAU　lとの峡疑佐などの漫点からき理的と

言えよう。

　ところで、泥ε鴎OZ騰準化委員会に受け継がれている設
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計思．想には、前述の醐分散制御”と”高スループ・7卜”の

他に。鯛f8irness”と○。亀05tpacket”がある．凹fairness”

とは，全ての端末に公平に送信枢が与えられることであるo

これが崩れる現凍は、倒えばCSMA／CD方式の場台、

街突した信号のレベルが極端に異なっている時、高レベル

の信号は衝突検出されずに、また翫突にようてパケ7トが

鞍壊されることもなく正需に相手方に届くのに対して、低

レペルの信号は衝突検出もしくは破壊され再度送信を試み

ることになり、その桔果、送信継を疲得し蝿くなるような

ケースで起きるo

　一方．”10st　pack飢”とは、送信したパケットが何らか

の原因で紛失し、これに送信側及び泪手副双方が気がっか

ない現象を君い、椙手方から誤りなく受信した旨を知らせ

るACKが所定の時問内に返送されないことによって、送

信側が異常発生を知り再度送信を試みる。これが頻発する

と送信側の極堵なスループ7ト．低下を朱すことになる。こ

のo●lostpackeし”は周波数選択性フニージングにより極

靖に信号レペルが低下し受信側で信号が送られてきたこと

すら検知できなかった場合に生じる他、送信したパケット

が衝突に・よって破壊された時、送信中にこれを横出できず

に送信側では正しく相手方に届いたものと見なしてしまう

ことによっても生じるo

　周波数遍択性フ‘一ジングなどによるビット誤。りあるい

は通信不能にっいては前述した各種対策にて解決が図られ

るものと仮定すると．●●fairness”と’。lo＄しpackcし”の問

題は如何にして確実に街突検出を行うかに帰穏する。これ

までに1εεE802．3などにて提案もしくは標準化されてきた

主な衝突検出方式には、レペル検出方式、ピット照台方式

およびランダムパルス送出方式の三方式がある。

　レベル検出方式は10BASε5にて採用ざれているも
ので、送信信号が直流的に一定皿シフトするようマンテ・エ

スタ符号化されており、衝突によって直流成分のシ7ト蹴

が変化することを利用している。衝突検出までに要する時

，問が短い、すなわちスループット上の劣化が少ない、ハー

ドウ昌7皿が少ないなどの特長があるが、マルチパスによ

り信号レペルが大きく変化する無線LANへの適用は原理

的に困難と言えよう。

　ビット照合方式は広帯域ネ・7トワーク（双方1司CATV

技術を利用したトリー形周波数多重伝送路）への適用そ想

定した互O　BROAD36〔131にて採用されているもので、
送信デークと伝送路を介して戻ってきた受信デークとをビ

7ト毒に比較照台するものであるが、薬中局による周波数

変換と折り返し再送搬概をもたない対等分散方式への適用

は不可酷…であるo

　公後のラングムパルス送出方式は、パケット送出に先立

ちラングムな碕悶凹隔で複数のパルスを送出するもので、

パスルを送出していない時に別の（端末から送信された）

パルスを受信した場台、また筒搬状態の端末であっても所

定の側数以上のパルスを受悟した場合に研突発生を検知す

ることができる。上述のマルチ串ヤリア1司時並列伝送によ

り少なくとも一つの串ヤリ7にて磯実にラングムパルスを

受信できるならば、パルス送出のためのスロット数を1、、

送出パルス数をrとすると、衝突検出見逃し串はL／．C．

で縦せ、2r国nのとき殿小の見逃し串（n一且8，r89
にて翫Z｛7》を満足》となる（図息0）。

　ラングム’eルス送出方式はユーザ憎報を8んだ実隙のパ

ケ7トを送出する前に面突が発生するか否かを調べること

から・CSMA／CA（carrierse“sc・ihipIeacces5
智nhGonisio“avoidancc）方式とf革した方が適Ujで」》ろ

う。同方式はバケットの荊に衝突検出のためのウィンド窄

を設けるため、LOBASE5などに比ペスルーブ7トが
劣化するが、図・L　lに例示するようにその劣化はわずかで

荊述の要求条件（2．2樹》を満たすことができる〔川。

（a）街突無しの場合

　　　　衝突検出ウインドウ

’パケ・・

　▲　　　　　　　　　　　　　▲
　キャリアセンス　　　　　　パケット送信開始
（b）街突有りの場合

　　　衝突検出ウインドウ

［
▲
キャリアセンス　衝突検出

　10
　9ス
ル　8
1　7
プ
ッ5
ト5

＾　4
M3
b
，，r2
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　0

　　▲
再キャリアセンス

図l　O　ラングムパルス送出方式の原理

　　　CSMA／CD万…く
　　　（乱OBASε5）　，＿一
　　　　　　　　＞デ

　　　　　　／ランダムパ’レスー

　　　　　　！　　送出方観
　　　　〆一6
／‘，、、、窺

0．邑

図｛蓋

　　　　LO　　　　　　　　lO　　　　　　　　IOO

　　　　負凋トラヒ7ク（Mb／3）
ラングム，ぜ’レス送出方三緯．のス’レーフ●ットそ与書生

　　　　　　　　　　　　（文献〔14」よリ転πD

（2》桀中方式におけるアクセス制御

　葉中方弐では、荊述したように名無線モジ轟一ルにて終

端するか否かによって、とり碍るγクセス方式は大きく異

なってくる。終端なしの場台は、、上述の対等分歓方弐と岡

様にCSMA／CDに頴似したアクセス方式の採用か適当
と思われるが、γップストリームとグウンストワーム双方

に所定の周岐数帯域福、，すなわら対等分散方式に比ぺ2悟

の帯域稲が必要になるo眼ウれた電該賓灘そ荷効に和堀す

る～見嵐から望ましいj怠書尺と13営い驚いo

　これに対して・終端する場台には、自山な誕想が司能で

あるo桝え、ば、各無線モジ畠一ル並びに集中局にパ777

メモリを爾えておき・各々のパッファメそりが褐杯になら

ないよう無線モジュールとデーお当丼澗あるい｛工姻喝と

匁駈線モジ轟一ルとの問でフo一痛II蜘を行えばよい。

　ただし、樂中’騎がブリ・7ジを∫｝して沸『彰翼しAN（DSM）

と接続されている場含には、有綿し八Nから1司一〇S　A内
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に送出され得る最大スルーブットを受け人れられる必要が

ある。なぜならば、青綿LANに対してフロー制御のため
に無．意のパケγトを連続的に送出すれば、同LAN内全体

の極鵜なスルーブット億下を楽すためである。従うて、渠

中局から無線モジ轟一ル方同のグウンストワームに対して

少なくとも10Mb！5のスルーブットを保証し、実綴の
トラヒックがこれを下回る時は、その差分を無煤モジュー

ル悶あるいは無練モジュールから狐中局を介した有線しA

Nへのトラヒックに適応的に割り当てることができ、その

結果、所要帯域幅を最小としっっバッフ7メモリ満杯にと

もなう”IO訳pack飢”を回避できることになる。

　具体倒として、TDD（しi配divi3io隅duplex）双方向多

重方式とリザベーシ冒ンAしOHA方弐のアクセス制御を
組み合わせたもの〔41があり、前述したように米国などで

既に実用に供せられているo

3．4隠れ踏束悶題
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　無繊伝送環境下では上述したように周波数選択性フェー

ジングなどの影響により、B　S　A内の全ての端末が必ずし

も優送路上の信号を検出できない、すなわち串ヤリアセン

スできない場合が存在し得る。このため、伝送路上に信号

が存在しているにもかかわらず、ないものとみなしパケッ

トを送出してしまいサービス運用に悪彰響を与える場合が

あるoこれを隠。れ鵡末問題と称している。

　図12に示すように、わずか5％の端末が隠れ端末とし
て串ヤリアセンスで・きない場含であっても、高負荷（BS

Aが小さいため、図に示されているような高負荷になるこ

とは極めて希であるが）では・スルーブットの劣化が瓢著

になることが報告されている［15】o

　隠れ鵡末問題の根本的な解決は、属しているB　S　Aそ正

しく偲戯し、かっ同BSA内で送信してよいクイミングを

正確に判定できることに帰着する・これは・例えばB　S　A

内の端末を予め登録しておき、登録されている端末に対し

てポーリングを行い、要求のあった端末のみ送信許可を行

うことによって実現できる。当然のことながら樂中方式に

は適用可能であるが、LANの根本恩想には電括システム

に見られるようなサービス利用に際し予め登鎌しておくこ

とを嫌う、すなわち“未組証端末による廼信”の考え方が

あり、思想的に大きな隔たりをもっことになる。

　一方、●’未思証端末に諸る通信”を前機とする対等分散

方式では、隠れ端末問題は避けて通れない牒題である。荊

述したように通信不能鐸1を0，1％以下（2，2（9）〉に抑え

られれば実用上なんら支陣を来さないが、このためには例

えば上述のマルチ牛ヤリア同時並列伝送による衝突検出用

ラングムパルス送出が効果的と思われる。実環境下での実

肢検証が待たれるところである。

　なお、隠れ端末問題はB　S　A問の相互干渉によっても生

じるが、これにっいては次節の中で触れる。

　また、図11（盈OB’、SE5）と図12（η胃0％）
のスループ7卜特性は若干異なっているが、これはシミ轟

レーション条件（最長パケットと最癒パケットの構成比の

椙迎など）の違いに起因するためで、条件の設定如伺によ

り上述の論旨が変わるようなことはない。

o．量

図12

i。0　　　　　　　10

焦荷トラヒ7ク（Mb／5）

隠れ鵡末によるスループγトの劣化
　　　　　（文献【L5】より転周）

3．5周波数共川

100

　l　SMパンドにて無糠LANを実現するには、スペクト
ラム披散方式の適用を想定した砥速S　S無腺LAN、電干
レンジなどのl　S　M装置からの放射竃岐、更に同じ周彼散

帯域を便剛しているB　S　A問の椙互干渉の三点について周

波数共用上の配幽を行う必要がある。

（1》砥速SS無線LANとの周波数多蔓川

　異なるシステム問での与干渉並びに岐干渉が互いに尋し

くするのが鍛も合理的となろう。特に隊遣SS無線LAN
では拡触変悶方式および帯域幅が多岐にわたるため、送虐

電力で規定するよりも、放射電渡の電力密度が互いに等し

くなるようにすることが瑠イントとなろう。どのような方

法で電力密度を測定するか、また電力密度をどの握度に鱒

定するかについて現在電気通信技術春雄会にて脱意検討シ

進められているところである。

（2》ISM装幽【との規波数共川

　l　SMパンドにて放射している大きな信号諏として竃子

レンジと医環用の温熱．治．曜器があるoともにマグネト冒ン

を発振源、としており、0．5～1W程度ある．放射電波は、

図13に示すように特徴的なスペクトル分布をも，ている．

すなわち・同図はスベクトル・7ナライザにてピーク位を

罎測したものであるが、2．45～2．47GHz‘寸近を中
心に高域側では．急，激に電力密度が下がるのに対して、低域

側では絨やかな減褒を星している。そして全帯域にて霜に

電波が放射されているのではなく、5～20MH　z控度の
帯域幅のパルスが周波数軸上でほぽラングムにホγプして

おり、更に匿1バ’レスは1間π1電源．の半サイク’レ膵1閏のみ’放R・1

されるo

　オフィスビル内での電子レンジの湊用は希であり、また

ユーディリティゾーンなど電波的に遍蔽された場所に収客

するなどの対策が蹴じ碍るが、むしろ店舗内にてPOSシ

ステムなどへの応用が考えられる低j当SS無線しANへの

影響が懇．念されるo対藁としては、電力密度が比較的蔭い

帯域を使用する、電諏の極性篇一のため電子レンジな之の

電西揮フ●ラグを3置嵩子に変え砧1皮力‘放蝿書されない堤三rナイクル

期間にて良質の辿信環境を保証する、周岐故ポッピングに

て冗長性を雄係するなどの方販が考えられようg
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く3》基本サービスエリ7悶干渉

　8SA問の干渉については、基本的には各BSAの周波
款斎域を変えれば解決できることではあるが、前述したよ

うに阻られた周波数賓源のもとでは自ずと制約が出てくる。

例えば、対等分散方式にて周波数帯域が巽なる四っの8S

A（所要帯塁或1墨70瀕Hz妻呈度）を一次元的に繰り返し薔己

列した場合の干渉比は、平均L9．9d　B、99％値にて

10。8d8となる（図匡4）・
　近年のオフィスビルではユーティリディゾーンを挟んで

複数のゾーンに仕切られているものが赦見されるが、この

場合、各ゾーン内‘こ最大四っのBSAを般‘ナ累、は『書目互干渉

を回避することができる。より大きな床面積で全面にわた

ってサービスを行う場合には、四つのBSAを単位，にパー

ティションなどによる箪波遮断壁を設けない限り、頻度は

少ないものの相互干渉を来すことになる。相互干渉にとも

なうて派生する問顯としては、上述の隠，れ端末問題に類似

したスループットの低下と、有線L　A　N（D　S　M）上に同

一パケ7トが複数個流入することである。

　スループットの低下については、荊述したようにOSA

が小さいため高負荷になることは極めて希であり、その彰

響は少ないものと考えられる・一方、複数の同一パケット

の有腺LANへの流入の方がシステム全体に深刻な影響を

もたらすが、倒えばパケットの先頭に属しているBSAの

獄別猛号を付加し、同識別番号を参照の上、有隷LANへ
中継すぺきか否かをブリッジが判断するなど、CA　I上の

プロトコルの工夫により鰐決できよう。

　なお、瞬接ビルなどからの放射電波にっいても基本的に

は上述と同じ問題であるが、楓本的には窓ガラスなどに電

波遥蔽シートを貼るなどの対策が有効と思われるが、現状

ではコスト的に嵩く、その低匪化が並まれるところである。

また、マルチバス対策上からは、上述の蚕！技鑑蔽壁あるい

はシートは、各径什器類を含め卑に電波を匙蔽するするだ

けでなく、フ呂ライトなどを含脊した電岐吸収俳であるこ

とが望ましく、その開発が朋待されることを付記しておく。

4　　むすび
　無線LANシステムの内外の研究1凋発の動同と、郵政省

並びに（財》電法システム闘発センクーを中心に研冤餅li亀が

進められている無線LANシステムヘの要求条件、解酸し

なければならない技術諜，題とその対藁技術にっいて述ぺた。

祷に、国際撮準LANとの互換住域保を廻った無線LAN
システムは、研究開発に穏手してから問もなく、解訣しな

ければならない裸，題は多い。今後も活発な研究開允が縫け

られようo掌会緒兄からの1斬新な提案を酬待したい。

　最後に・無線LANシステムの・碗究側発に当たり、日頃、
大勘i蘭所から箱『、超ヒ．晟なご指岬とご∫功書をいたノごいている

郵政省電気廼信局デジクル移動通信椎進室寺鏑明室艮、

極浜国立大寧工掌郡電子情報工学赫河野隆二勤教緩、

並びに竃気通偲技術密蟻会無線LAN委負会及び（財）電波

システム開発センクー無線LANシステム朋発部会委員長、

耶務局をはじめ、熱心なご討論と数多くのご提実また貴1巨

な震科のご提供をいただいている委餓各位に深翻致しますo
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（参考） LAN関連の用語解説

LAN・

トポロジ・

CSMA／CD・

トークン・パッシンク㌧

FDD　I

イーサネッ．卜

直交振幅変調（QAM）・

　Loca1Area　Neしworkの略。同一構内あるいは同一建物内に

作られたコンピュータ用の通信を中心とたネットワーク。LA

Nの伝送媒体として、①ツイストペアケーブル、②同軸ケーブ

ル、③光ファイバー、④無線があげられる。

　アクセス制御方式として、①回線交換型のTDMA（時分割

多重）、②パケット交換型のC　SMA／C　D（キャリアセンス

方式）、③トークン・パッシング（特定の信号をリング上に巡

回させ、伝送路へのアクセス権を授受する）等がある。

　ネットワークを構成する端末や交換機をノード（点）、伝送

路を線で表し、抽象化したものをトポロジという。

　メッシュ型、スター型、リング型、バス型、ツリー型がネッ

トワークの形態の基本としてよく使用されている。

・Carrier　Sense　Mulしiple　Access　wi　th　Col　lision　Detecしion

の略。伝送路に他の端末からのデータ信号（キャリア）が流れ

ているかどうかを検出し、自己端末のデータ信号を送出すべき

かどうかを判断する。また、送出している間に他の端末からの

データとの衝突の有無を検出し、衝突があった場合に、再送出

する。一本のケーブルに多数の端末が接続されているシステム

に利用される。

・LANのアクセス制御の代表的な方法の一っ。端末を順番に

援続し、リング状あるいはバス形のL　A　Nを構成する場合、ト

ークンと呼ぶ特定の信号を巡回させ、伝送路へのアクセス権を

各端末に授受する方法。トークン信号を受けた端末のみをアク

セスさせる。（トークン・リング、卜一クン・バスとも言う）

　Fiber　Distributed　Data　Inしerfaceの略。光ファイバを利用

した100Mbpsの高速LAN。アクセス制御方式トークン・パ

ッシング、最大接続ノード数500、最大ノード間距離2km、

最大接続距離100kmのもので、中・低速L　AN間を中継する

幹線L　AN、ホストコンピュータ間を結ぶ大容量データ伝送用

やワークステーション間を結ぶL　AN等に利用されている。

　肌hemet。米国ゼロックス祉のLANの登録商標で同軸ケー

ブル（最大500m）を使った伝送速度10Mbpsのバス形LA

N。アクセス方式はC　SMA／C　D。各端末はトランシーバを

介して同軸ケーブルに接続されるため増設、移転が比較的簡単

にできるのが特徴。

・Quadrature　Ampmude　ModuIationの略。位相が90度の異

なる振幅変調波により構成。高速のデジタル信号をできるだけ

狭い周波数帯域で伝送するシステムに適している。
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　　　　　　　　　　　　　　　郵通技第5号
　　　　　　　　　　　　　　　平成3年7月22日

電気通信技術審議会

会長　齋藤成文殿

　　　　　　　　　　郵政大臣　関　谷　勝　嗣

　　　　　　　諮　問　書

　下記について諮問する。

　　　　　　　　　記

諮問第57号　無線LANシステムの技術的条件
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諮問第57号

　　無線LANシステムの技術的条件

1　諮問理由

　最近のバソコンの普及、I　C化されたコミュニケーション機器の出現に伴い・オフィス

や工場におけるLANの利用形態は多様化している。

　オフィスや工場内における情報通信機能をさらに拡充するために・有線を利用したLA

Nに勝る機能性、柔軟性を有する無線LANシステムの早期導入への期待が高まってきて

いる。無線LANシステムの導入により企業内等における情報通信ネットワークの構築が

一段と発展するものと考えられる。

　　このため、無線LANシステムの技術的条件について諮問を行うものである。

2　答申を希望する事項

　（1）無線LANシステムの無線設備に関する伝送方式等一般的条件

　（2）送信設備及び受信設備の技術的条件

3　答申を希望する時期

　　平成4年5月

4　答申が得られたときの行政上の措置

　　関係省令等の改正に資する。
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